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ま え が き 
 

 

 

わが国の交通事故は、自動車保有台数と免許人口が依然として増加傾向を続けているにも拘ら

ず、昭和４５年をピークに減少傾向に転じ、昭和５１年の事故件数は４７１,０４１件（４５年の

３４.６％減）、これによる人身被害は死者９,７３４人（同４１.９％減）、負傷者６１３,９５

７人（同３７.４％減）といづれも大幅に減少、ことに死者については昭和３３年以来１８年ぶり

に１万人を下廻っております。 

これは、関係者の事故減少への意欲と努力、事故防止手法の確立と諸体系の展開、国民の安全

意識の高まりによるものと考えられるところでありますが、今後のモータリゼーシヨンの進展と

考え合わせると、一層の施策推進なくしては、これまでと同様に減少傾向を継続することは困難

であろうと思われます。 

申すまでもなく、交通事故防止施策の実施に当たっては、過去に実施された施策が事故防止に

どう寄与しているかを明確に把握し、それにもとづいて適切な措置を構じなければなりません。 

自動車安全運転センターでは、運輸省より自動車事故対策費補助金の交付を受け、５１年度は

「道路環境と交通事故との関係についての調査研究」を実施することとなり、センターに交通環

境調査委員会を設置しました。当委員会は各都道府県（方面）警察の協力を得て、都道府県（方

面）から昭和４５年当時の事故多発交差点２箇所づつ（合計１０２交差点）を選定し、これらの

地点における交通事故の推移と道路環境整備の関連について、鋭意調査研究を推進してきたとこ

ろであります。 

そして今般その結果を報告書にまとめましたが交差点の交通環境整備に当たり、本報告書がう

まく活用いただければ幸いです。 

なお、本研究は、委員各位ならびに各都道府県警察本部および警察署の担当者の方々のご尽力

により、多くの成果をあげることができました。 

ここに関係各位に対し、深く感謝する次第であります。 

 

 

昭和５２年３月 
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１．研究目的 
 

交通事故の原因については、種々の分析検討が行われ、その内容を基盤として所要の事故防止

対策が講ぜられてきたが、交通事故の原因は複雑多岐にわたる要素からなっているため、多角的

な調査研究が必要である。 

そこでこの研究は、交通事故に関する諸要素のうちから特に道路環境をとりあげ、交通事故の

発生場所（交差点）における道路の環境的要因を追求し、この分野における問題点を解明しよう

とするものである。 
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２．調査内容 
 

２－１ 調査方針 

昭和５１年６月１０日に開催された第１回委員会において、次のような調査実施の基本方針を

決定した。 

ア 昭和４５年に交通事故が多発した地点を各都道府県ごとに２地点づつ選定し、昭和５０年末

までの交通事故の発生状況や事故防止対策等を調査する。 

イ 対象地点は交差点およびその付近とする。 

ウ 対象事故は人身事故のみとする。 

工 昭和４５年から５０年までの各調査項目を年別に調査する。 

オ 研究の具体的な事項については幹事会で検討する。 

なお、決定した基本方針に沿って実際の調査ができるかどうかを確認するため、５１年５月下

旬から６月上旬にかけて、千葉県、岐阜県でプリテストを実施した。 

その結果、４５年までさかのぼって調査対象事故を抽出する作業ならびに交通量を調査する作

業は、予想以上の労力を要することが判明した。 

（１）調査対象期間 

調査対象期間については、昭和４６年を初年度とする総合交通安全施設等整備５ヶ年計画

に併せて、５ケ年計画実施に入る前年（４５年）から５０年までを調査対象期間とすること

とした。 

（２）調査地点の選定 

調査対象期間のはじまりに併せて、調査対象地点を昭和４５年当時の交通事故多発交差点

およびその付近（３０m以内）とすることとし、各都道府県（方面）警察の意見を聞いて、

それぞれ２地点づつ候補地を選定した。 

（３）調査対象事故 

プリテスト実施の結果、都道府県警察本部および対象交差点の所轄署に保管されている交

通事故の資料のうち、人身事故については交通事故統計原票から分析にたえうる資料が得ら

れるが、物損事故については届出を受理した程度の書類しか残っていない都道府県が多いこ

とが判った。この結果、対象事故を人身事故に限定した。 
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２－２ 調査項目等 

交通事故についての調査項目は、交通事故統計原票の項目のなかから、道路環境についての調

査項目として、交通環境、交通規制、交通安全施設等主要な項目を選定した。 

道路環境の調査項目のうち交通環境では、交差点の位置付け、交差点形状、交通量、信号機の

有無および種類、路面軌道の有無などを、交通規制では、速度規制、駐（停）車禁止、追越しの

ための右側部分はみ出し禁止、自転車歩行者の通行に関する規制などを、また、交通安全施設で

は歩道、防護柵、中央分離帯、自転車歩行者の横断施設などを選定した。 

さらに、これらの諸項目について対策の有無、種類、対策実施年月等について、交差点別又は

流入部別に電算のためのコード化を考慮して調査を実施することとした。 

調査票等の様式については、種々検討を重ねたが、調査の実施段階で上記の主要な調査項目に

調査洩れがないよう配慮した結果、次のような各種類の調査票等を作成した。このうち事前に作

成する調査票については、あらかじめ都道府県（方面）警察に調査票用紙を送付しておき、記載

要領にもとづいて現地調査実施前に記載してもらうこととした。 

（１）交通事故多発交差点現地調査報告書 

この様式は図２－１のとおりである。交差点ごとに１葉づつ、合計１０２葉作成し、これ

だけをまとめて報告書資料編とした。 

内容は、交差点の位置及び道路交通の概況、交差道路の状況、交通量、交通事故および交

通安全対策の推移、現地診断結果、交差点見取図からなっている。報告書の本文が、主とし

て統計的に道路環境と交通事故の関係について述べているのに対し、この現地調査報告書は

各交差点ごとの事例研究に代わるべきものである。 

（２）交通事故統計原票（ミニ原票） 

この様式は図２－２のとおりである。交通事故統計原票の項目のなかから分析に必要な項

目を検討して、本研究のために作成した交通事故多発交差点調査用のミニ原票である。 

このミニ原票は、調査対象交差点で昭和４５年から５０年にかけての６年間に発生したす

べての交通事故（合計９,８５９件）について、事故１件当り１枚作成した。この作成は、都

道府県（方面）警察本部交通部ならびに当該交差点を管轄する警察署係官が交通事故統計原

票または事故分析図等より転記して行った。 
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（３）交通環境調査項目 

この様式は図２－３のとおりである。交通規制、交通安全施設ならびに道路改良等すべての交

通事故防止対策について、道路の流入部別に実施された対策の種類、実施年月を記入するように

した調査票である。本研究が、昭和４５年当時の交通事故ならびに当時の対策を原点として、そ

の後５０年までの推移を分析するのに対応しやすいように配慮した。 

（４）交差点状況図 

この様式は図２－４のとおりである。道路環境、交通量、信号現示の内容などを１枚にまとめ

て記入する調査票である。 

図の中に示される信号機、歩道、防護柵、中央分離帯などの記号については、あらかじめ定め

られた凡例にしたがって記入することとし、道路標示、周辺の主要建物の名称等についても記入

することにした。 

交通量は自動車交通量を流入部別にし、交差点内での直進、右折、左折の別も区分した。 

また、信号現示については、何現示でどちらの交通をどう処理しているかについても記入した。 

このほか、道路幅員、縮尺、力位なども本図には必らず記入するようにした。 

以上が、調査対象交差点全部に対して作成する書類である。 

（５）事故分析図 

交通事故統計原票の項目からのみでは、事故分析図を作成することができないので、この様式

に限って既存の資料がある交差点のみ提供してもらうよう要望したところ、おおむね７０％の交

差点の事故分析図が得られた。 

図２－５はその１例である。このような図が交差点別に６枚（毎年１枚）得られるわけである

が、黒矢は自動車、黒矢に点線は原動機付自転車、白矢は自転車、白矢に点線は歩行者を示し、

交差点のどの位置でどんな形態の事故を起しているかが一目瞭然であり、分析作業をする上で、

非常に役立った。 

なお、この例図では１６件の事故が発生し、うち７件は追突事故であることを示している。 
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図２－３      交 通 環 境 調 査 項 目       東京板橋中央陸橋北交差点① 
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２－３ 調査方法 

前記のような内容の調査方針、調査項目が確定した段階で本調査を実施した。 

（１）調査月日 

調査は７月中旬から１１月下旬まで毎月おおむね１０都道府県（方面）の割りで行い、予

定通り調査が終了した。 

（２）調査担当者 

調査は、本委員会の委員が当った。この際現地の都道府県（方面）警察本部交通部ならび

に調査対象交差点を管轄する警察署の係官の協力を得た。 

（３）調査手順 

ア．調査対象交差点の概要説明 

イ．事前に作成を依頼しておいた各種様式の調査票の記載内容点検 

ウ．現地における調査の実施 

交差点およびその付近の交通環境、交通規制の実施状況、交通安全施設の設置状況を調査

するとともに、当該交差点を通行する車両の構成、４５年項から現在までの推移等について

確認し、調査票の内容に洩れがないかを点検し、必要事項を補記した。 

また、現地の模様を写真撮影した。 

エ．委員と都道府県担当者の最終打合せ 

オ．補完資料の依頼 

力．交通事故多発交差点現地調査報告書の作成 
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３．研究方法 
 

３－１ 解析に用いたデータ 

調査対象交差点から得られた交通事故データ、交通環境データ、交通規制データ、交通安全施

設データは、すべてコード化し電子計算機に入力した。 

各種データシートの様式ならびに記載例は図３－１のとおりである。交通事故データシートを

除き、最初の４ないし５カラムは交差点ならびに流入部を特定するため、各データシート共通項

目用のカラムとした。 

（１）共通項目カラム 

共通項目は、データ区分、都道府県（方面）、交差点、主従道路区分とした。 

データ区分のコードは第１番目のカラムで、図３－１の記載例のとおり、交通事故０、交

差点道路環境１、流入部別道路環境２、交通規制３、交通安全施設４にコード化した。 

都道府県（方面）コードは、警察庁で指定した都道府県（方面）コードを使用した。 

交差点コードは、各都道府県（方面）ごとに中枢となる役所に近い交差点から交差点１、

交差点２と呼称することとし、その番号を記入した。 

主従道路区分コードは、流入部別にコード化した交通環境、交通規制ならびに交通安全施

設の共通項目で、主道路を交通量の多い流入部から１又は２、従道路を同じく交通量の多い

流入部から３、４……のように記入した。 

（２）交通事故データのコード 

交通事故データの項目別コードは、昭和４９年まで各都道府県で使われていた交通事故統

計原票のコード番号をできるだけ準用し、原票にない項目、例えば主体別コード番号等につ

いては新らしくコード化した。 

（３）交差点別交通環境データのコード 

交差点の位置付けでは県庁所在地の交差点かどうか、不特定多数の車や人が利用する施設

がそばにあるかどうかをコード化した。また近隣環境施設カラムでは交通に影響を及ぼす施

設をコード化した 

交差点形状は、交差道路の流入、流出部数ならびに交差状況によって１３分類した。 

道路管理者は、国、都道府県、市町村およびその他の４つに分類し、さらにこれを主従道路 

 

 

 

 

 

 

 

－１１－ 



 
 
 
 

－１２－ 

図
３

－
１

 
調

査
項

目
デ

ー
タ

シ
ー

ト
様

式
お

よ
び

記
載

例
 



別に区分した。 

車道幅員は、７．５ｍ以上９ｍ未満というように同程度の幅員の道路を類型化して１０分類

し、さらに主従道路別に区分した。 

線形勾配は、カーブの有無、縦断勾配の有無ならびに国道の屈折有無を組合わせてコード化

した。 

歩道から地下横断歩道までについては、いづれかの流入部にこれらの施設のあるものを有り

として記入した。 

交通量は、自動車千台単位、自転車百台単位、歩行者百人単位の交通量をそれぞれ記入した。

なお自動車交通量の主従の比には、主道路の交通量に対する従道路の交通量の比を記入するよ

うにコード化した。 

信号機の種類から信号現示までは、信号機のある交差点についてその機能、および運用方法

の実態を記入できるように配慮してコード化した。 

（４）流入部別交通環境データシート 

流入部の方向別は、方位の記入されている現場見取図と流入部が対応できるよう、北を１と

して時計まわりに８区分した。 

車線数は、道路中央線、車線境界線のある道路の車線数を流入、流出部別に区分してコード

化した。 

車道幅員は、流入部のみの車道幅員を実数で小数点以下１位まで記入した。 

バス停位置は、交差点付近の交通の流れを乱す恐れがある地点にバス停の有無、またそれが

有りの場合の位置を交差点の手前か交差点を通過した後のいづれであるかを記入した。 

自動車交通量は、直進、左折、右折に分類して、交通量を実数で記入した。 

見易さ、認知は、走行中の車両からみて信号機、重要な標識等が見易いか、交差点であるこ

とを認知し易いかどうかをコード化した。 

（５）交通規制データシート 

交通規制データは１７項目の交通規制をコード化した。速度規制を除いて有無欄には規制の

有無を、規制有り１、規制無し０とコード化して記入した。年のカラムは規制が実施された年

を昭和４０年代の１位の桁の数字でコード化したが、例外として４２年以前を１、５０年を２、

実施無しを０とした。月のカラムは規制が実施された月を実数で記入した。 
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なお、規制無しの場合は年月を省略した。 

また、速度については、４４、１２と記入されているカラムに４４年末の規制速度の１０位

の桁（４０ｋｍ/ｈ規制の場合は４）を記入し、第１回、第２回のカラムには４５年以降に規制

速度が変更になった速度を記入した。有無欄、年月欄の記入要領は他の規制と同様である。 

また、規制の項目によっては、バス専用帯（優先帯）、大型貨物通行禁止等のように、特定

の時間帯のみに規制が実施されるものもあるが、このような規制については有無欄を１から４

にコード化して分類した。 

（６）交通安全施設データシート 

交通安全施設データの項目別種類カラムには安全施設設置の有無および施設の種類を、年月

カラムには設置年月を記入した。 

なお施設の設置がない場合には、種類のコードを０とし年月を省略した。 

 

３－２ 集計・解析方法 

調査により得られた全国１０２交差点の昭和４５年から５０年まで６年間の交通事故データ、

およびその間に実施された各種の交通規制、交通安全施設データ、各交差点の交通環境データを

用いて以下に示すような集計・解析作業を行った。 

（１）特異交差点の抽出 

対象交差点の交通事故の発生特性を、次の５つの項目別構成率でとらえ、１０２交差点全体

の構成率を平均構成率として特にその平均構成率と著しく構成率の異なる交差点に着目し、そ

の原因を探った。 

〇主体別類型 

〇形態別類型 

〇違反種別 

〇交差点内外別 

〇昼夜別 

特異交差点の抽出にあたっては、各項目の平均構成率と一定基準以上構成率の離れている交

差点を選定した。この基準としては、平均構成率の標準偏差（σ）を求め、個々の交差点の標

準偏差が２倍以上のσの交差点を特異交差点とした。 
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（２）交通環境、交通規制、交通安全施設と事故との関連性の追求 

調査対象交差点の交通環境データ（交差点形状、交通量等）と形態別類型別事故データとの

クロス集計を行い、その結果を分析検討することにより様々な交通環境の相違により事故の発

生形態がどのように異なるかを探った。 

また、種々の交通規制、交通安全施設とそれに関連する形態別類型との発生件数に関するク

ロス集計を行い、その結果を分析検討することにより、各交通規制、交通安全施設と事故との

関係を探った。 

（３）交通事故対策の効果分析 

交通事故を減少させる要因となる種々の交通規制の実施、および交通安全施設の設置が交通

事故の減少にどのような効果を持つかの分析を行うとともに、これらの効果の評価を試みた。 

そのため事前、事後解析に沿ったデータ集計を行った。 

まず、要因別（交通安全施設別、交通規制種類別）に、それを設置・実施することにより減

少させ得る事故の形態（形態別類型別）を洗いだした。次に、それらの要因が設置・実施され

た交差点を抽出し、その実施年度の前年度の事故発生件数ｘ、および次年度の事故発生件数ｙ

を、前述の要因別関係事故にのみ着目して集計し、これらをそれぞれ事前・事後の事故発生件

数とみることとした。このようにして解析データとして、各要因ごとに、この要因が設置・実

施された交差点のそれぞれの事前・事後の事故件数（ｘ、y）が定められた。 

この結果は、グラフの横軸にｘを、縦軸にｙをとり、要因ごとに関連交差点全部の（ｘ、ｙ）

をプロットすることにより得られる。（図３－２ａ参照） 

プロットされた点のうちで、横軸と４５°をなす直線ｙ＝ｘよりも下にある点が多いほど、

この要因の効果は大きいとみることができる。 

上に述べた事前・事後データを用いた分析の詳細は、第７章のとおりである。そのうち第７

章第１節では対策効果の回帰分析が、第７章第２節では対策効果の相対評価が取り上げられて

いる。ただし要因のうちには、集計で得られたデータが乏しいものも多く、分析の対象とした

のは１６要因である。 

第７章第１節の分析は、上でグラフにより表現したことを、数量的な把握を可能ならしめる

方法で行うものである。即ち、事前の発生件数罐と事後の発生件数ｙの間の回帰分析を考える。

ただしこのように事故の発生件数どうしを直接比較することは若干問題がある。 
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図３－２ａ 対策実施前後の比較図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、真に知りたいのは、対策の前後における事故の「危険性の水準」（それをどう考え

るかは次に述べる）の変化であり、対策の結果この水準が下る程、対策の効果が大きいという

ことになる。ところが事故の発生件数は偶発的要素が強く、同一の危険水準のもとでも個別の

事故件数にばらつきがあり得る。従って事故件数は危険水準を反映するが、その数値そのもの

を与えるものではない。事故の危険性の水準と実際に観測される事故件数の関係は、次のよう

に考えられる。 

仮りにある交差点の事故の水準が、対策前の値ξから対策後にηに変わったとする。この交

差点に対する事前と事後の件数をｘとｙとすると、ξはｘの平均値、又ηはｙの平均値である

と考えればよい。言いかえれば、ｘはξを中心として、ｙはηを中心として偶発的に変動し得

るものと考える。 

対策の効果がない場合には、ξとηの関係はη＝ξであり、これは図３－２でいえば横軸と

４５度をなす直線（点線）であらわされる。 
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図３－２ｂ 対策実施前後の比較図 

 



（ｘ、ｙ）の図面に記入された点は、この直線を中心線としてばらつくことになる。一方、

対策の効果があれば、この中心線は横軸に対して４５度より小さい角度をなし（角度が小さい

程効果が大）、（ｘ、y）の図面に記入された点は、この直線を中心線としてばらつく。このよ

うな場合、ｘ、とｙの間の回帰は、ξとηの間の回帰に比べて勾配が小さ目に（効果が大き目

に）でる可能性がある。ただしｘ、ｙの変動が小さい場合はこの点の問題がない。これはｘと

ｙの間の回帰で回帰直線のまわりのばらつきが小さい場合、すなわちｘとｙの間の相関係数が

大きい場合である。逆の場合には、結果の信頼性が低くなる。したがって、ｘとｙの間の回帰

を考える場合、相関係数の小さいものを除外することが特に必要である。 

ところで、対策の効果とじかに対応するのは、yではなくてｘ－ｙである。従って第７章第１

節の回帰分析では、実際にはｘとｘ－ｙの間の回帰を行った。グラフに関して言えばこれは、

図３－２ａのグラフの代りに同図ｂのようなグラフを考えるものである。この場合、回帰直線

の勾配（回帰係数）が急な程、その要因の効果が大きいことになる。ただし、回帰直線のまわ

りのばらつきが大きいと結果の信頼性が低くなるので、勾配（回帰係数）の数値とともにこの

点を考慮する必要があること、すなわち相関係数を考慮すべきことはさきに述べた。 

各種要因について図３－２ａに対応するグラフは図７－１ａ～図７－１６ａに同図ｂに対応

するグラフは図７－１ｂ～図７－１６ｂに掲げてある。 

第７章第２節では、各種対策要因間の相互比較を試みた。これはあくまでも要因を個別に評

価した上でそれらの結果を比較してみたものであって、例えば複数個の対策が同時実施された

場合に、そのうち、どの対策が効果の面で優勢であるかというような評価は含まない。 

この比較を第７章第１節の結果を用いて行った。まず、要因のうちでｘとｘ－ｙの間の相関

の低いものを除外することにより、なるべく基本的な条件をそなえた。このようにして選定さ

れた１１要因について、ｘ、とｘ－ｙの間の回帰の回帰係数を用いてそれぞれの効果を評価し

比較した。 

 

３－３ 交差点ごとの現地調査報告 

この報告の様式は、図２－１のとおりである。調査対象１０２交差点すべてについて個々の交

差点の実態を、現地調査を実施した結果を、本報告書資料編としてまとめた。 

作成上の留意点として、概況欄にその交差点の位置付け、主要道路の形状と交差状況を具体 

 
 
 
 
 
 
 

－１７－ 



的に記入した。 

交差道路の状況欄は、主従道路別に道路管理者別の道路名、起終点、車線数および中央分離

帯の構造を記入した。 

交通量欄は昼間１２時間交通量ならびに交通の質や通行目的を、自動車、自転車、歩行者の

別に記入した。 

交通事故欄は、年度別、形態別に交差点およびその付近で発生した人身事故件数を記入した。 

安全対策の実施状況欄は、４４年末の交通規制、交通安全施設等の実施ならびに設置状況を

はじめにとらえ、これをベースとして４５年から５０年までに、年別にどのような対策が実施

されているかを記入した。 

診断結果欄は、現地調査を実施した時点において交通事故防止効果が顕著であったと認めら

れた対策ならびに今後の検討課題を記入した。 

交差点見取図欄は、交差点の状況の実:態を、交通安全対策の実施状況を含めて、できるだけ

忠実に記入することとした。なお流入部の外側に記入された①②……の番号は、主従道路区分

の流入部コードを示している。 
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４．調査対象交差点の概要 
 

調査対象交差点は、昭和４５年中の交通事故多発交差点を各都道府県（方面）ごとに２地点づ

つ（合計１０２交差点）選定した。 

選定した交差点については、各都道府県（方面）ごとに交差点１、交差点２とし、別に北海道

から沖縄までを通して１から１０２までの交差点番号を付した。 

 

４－１ 交通事故の概要 

調査対象交差点ごとの事故件数の推移は表４－１に示すとおりである。 

調査対象１０２交差点（以下本章では全交差点という）の昭和４５年から５０年まで６ケ年間

の事故件数は９,８５９件（以下本章では全事故という）であるが、全事故の推移を昭和４５年を

１００とした指数であらわすと、図４－１に実線で示したように、４６年８５．０、４７年７４．

６、４８年６２．４、４９年５１．９、５０年４４．６と毎年着実に事故が減少し４５年に対し

て５０年には事故が半減している。 

同図の全国交通事故発生件数の指数の推移（点線）及び全国交差点交通事故発生件数の指数の

推移（破線）は、全交差点の指数の推移（実線）に比較していづれも減少率が小さい。 

これは、今回の調査対象地点となった事故多発交差点に対して重点的に事故防止対策が講じら

れていること、その効果が事故減少という型で顕著にあらわれていることを示すものであろう。 

次に、調査対象全交差点について、昭和４５年の事故件数を１００とした各年の指数の推移を

交差点別に述べる。 

図４－２のＡからＪまでの各図は、昭和４５年に比較して５０年の指数が小さいものから、お

おむね１０交差点づつを１図にまとめたものであり、途中の推移を無視すれば、Ａ図は昭和４５

年に比較して５０年の事故件数の減少が最も顕著な順にベスト１０交差点、Ｊ図は反対にワース

ト１１交差点（同率で９１位が２交差点あるため１１となった。）であることを示している。 

Ａ図のベスト１０には、山形、旭川のそれぞれ２つの交差点、秋田、東京、栃木、群馬、山梨

および沖縄のそれぞれ１つの交差点が含まれるが、ベスト１０の交差点のなかには、４６年の事

故件数が前年を上廻ったがその後減少した交差点と、４６年以後順調に事故件数が減少した交差

点の２種類がある。したがって、Ａ図のなかの交差点は、４６年には大きな指数の開きはあるも 
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表４－１ 交通事故・交通環境の概要 
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図４－１ 交通事故発生件数の推移 

 
 

のの、その後は４９年の群馬１の交差点、同年の山形１の交差点を除いて、すべて調査対象全交

差点の各年の平均指数以下という良い結果を示しており、なかでも秋田２の交差点は４９年から

連続２年間、山形の２つの交差点はいづれも５０年には事故件数が０となっている。 

Ｂ図の交差点群では、北見１と茨城２の２交差点が４８年まで、函館２の交差点は４７年まで

いづれも指数が高かったが、４９年以降は他のB図の交差点群同様、いづれも指数が低下してい

る。なお、Ｂ図のなかで静岡１の交差点は４６年以降、東京１の交差点は４７年以降の指数が横

バイに推移している。 

Ｃ図の交差点群では山梨１の交差点が４７年、茨城１の交差点が４８年にいづれも指数が増加

しているが、その他の交差点はおおむね順調に指数が低下している。 

Ｄ図の交差点群では北海道１の交差点が４８年まで指数が横ばいで４９年以降減少、沖縄１の

交差点が４９年単年のみ異状な指数の上昇を示したが、その他の交差点は全交差点平均指数の低

下と同様またはそれ以上の指数低下を示している。 

Ｅ図の交差点群は福島１の交差点を除いて各年の交差点間の指数のひらきの少ないグループで

あり、ＡからＥまでの各図の交差点は、５０年の指数が全交差点平均指数を下廻っている。 

Ｆ図の交差点群は、５０年の指数が全交差点平均指数前後の交差点グループで、Ｅ図と同様各

年の交差点間の指数のひらきは少い。 
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図４－２Ａ 交通事故発生件数の推移 

図４－２Ｂ 交通事故発生件数の推移 

図４－２Ｃ 交通事故発生件数の推移 図４－２Ｄ 交通事故発生件数の推移 
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図４－２Ｅ 交通事故発生件数の推移 図４－２Ｆ 交通事故発生件数の推移 

図４－２Ｇ 交通事故発生件数の推移 図４－２Ｈ 交通事故発生件数の推移 



 
 

Ｇ図の交差点群では佐賀１の交差点が他の交差点と異なる指数の推移を示しているが、全般的

に、５０年の指数が４８年ないし４９年の指数を上廻る交差点が６交差点あることは注目に値す

る。 

Ｈ図の交差点群の特徴は、４６年の指数が全交差点平均指数を下廻ったものの、その後は１年

ごとに指数の上り下りを繰り返し、最終的には５０年の指数が全国平均に近い７０前後に落付い

な交差点が多く、特に５つの交差点においては、４９年に指数が５０以下になっているにもかか

わらず、５０年に上昇している。 

Ｉ図の交差点群は、いづれも昭和５０年の指数が全国平均６５.９を上廻り、その意味では対策

の効果があまり認められない交差点群である。このうち島根２の交差点は、４６年４７年には指

数が大きく低下したものの、４８年４９年には４５年を上廻るという大きな変動を示した交差点

である。 

Ｊ図の交差点群は、おおむね５０年の指数が１００前後の交差点でいづれも全国平均の指数を 
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図４－２Ｉ 交通事故発生件数の推移 図４－２Ｊ 交通事故発生件数の推移 



かなり上廻っている交差点である。したがって、これらの交差点は、適切な対策実施が著しく難

かしい交差点か、交通環境が大きく悪化している交差点のいづれかの交差点であると思われる。

また年毎の指数の変動も大きく、なかでも千葉１および青森１の２交差点は、４７年から２年連

続・宮城１交差点は４７年の指数がいづれも２００を上廻っており、５０年の指数の最高は北見

２の１７５．０である。 

なお図４－２各図は、すべて指数をグラフ化したものであるため、４５年の事故件数が少ない

交差点では、わずかの事故件数の変動によって指数が急激に上下することもあり得るため、図か

らだけで交差点ごとの評価をすることは危険であることも考えられるので、表４－１の交差点毎

の事故件数の推移をもあわせそ評価すべきであろう。 

 

４－２ 交通環境の概要 

交通環境のなかには、交差点を単位として計上できるものと、流入方向別を単位として計上で

きるものの２種類があるが、これらについて昭和５０年末現在の概要を述べる。 

（１）交差点の位置付け 

調査対象交差点の所在地を、県庁所在地の都市とそれ以外に、周辺地域の環境を、事務所地

域、住宅地域等に分類した結果は表４－２のとおりである。 

同表によると、県庁所在地が７３交差点（71.6％）県庁所在地以外が２９交差点（28.4％）

であり、県庁所在地のなかでも県内で交通量が著しく多い市内中心部の交差点が５５交差点

（53.9％）を占めている。しかし、県庁所在地以外の市外部でも岩手１、山梨２の２交差点が

対象交差点となっているが、両交差点とも信号機設置の必要性が認められた交差点であるにも

かかわらず、４５年当時は信号機が設置されていなかった交差点である。 

 

（２）交差点形状 

交差点形状を記号化したが、それは、表４－１の右から６列目に示したとおりである。 

交差点番号１の北海道北１条東３丁目交差点は、直角に交差する主従２本の道路で交差点が

構成されている４技十字交差点、交差点番号２の北海道菊水上町交差点は、４枝交差点ではあ

るが２本の道路が直角に交差していない交差点、交差点番号３（旭川）は、道路の交差状況が

必らずしもこの記号どおりではないが６流入部を持つ６枝交差点、交差点番号１１（青森）は、 
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基本的には４枝交差点の部類に属する交差点ではあるが一方の道路の中央に広い溝（又は広い

中央分離帯）がありその特質を生かして中央部の左右を一方通行運用している交差点、交差点

番号１４（岩手）は、バイパス取付部でＹ字形に分岐された双力を短かい連絡道路で結びこれ

らを１つとして運用している交差点をそれぞれあらわしている。 

これら記号化された交差点形状別の分布は表４－３のとおりである。４枝十字交差点が５３

交差点（５２.０%）を占め、次いで交差点番号２のような鋭角交差十字交差点が１８交差点（１

７.６％）、交差点番号７（北見）のような５枝交差点の７交差点（６１.９%）などが多く、他

の記号に属する交差点は件数がいづれも４件以下で少ない。 

なお、３枝交差点は２交差点のみである。 

（３）道路の管理者ならびに車道幅員 

交差点を構成する道路を主道路と従道路に区分した。全交差点のなかには当該交差点を境に

して国道番号が変ったり道路管理者が変ったり、また同じ国道番号でも屈折したりするものも

多いが、このような場合でも本研究では便宜上、次のように仮定して処理した。 

すなわち、ある調査対象交差点を境に南北側２流入部が国道、東側流入部が県道、西側流入

部が市町村道という場合、主道路を南北方向、従道路を東西方向とし、南北方向の道路管理者

を国、東西方向の道路管理者を県としたり、国道が屈折していても、交差道路が主要地方道な

どの場合には国道が屈折していないものとして処理している。 

このように分類した全交差点の主従別道路管理者の構成は表４－４のとおりである。 

同表によれば、主道路は国道が８４交差点（８２.４％）で大半を占め、都道府県道（１７交

差点で１６.７%）と市町村道（１交差点）は少ない。従道路は都道府県道が５３交差点（５２.

０%）で過半数を占め、市町村道の３６交差点（３５.３%）、国道の１３交差点（１２.７%）

は比較的少ない。 

これらの交差点のなかで主従道路とも同じ道路管理者の交差点は、国道１３交差点、都道府

県道１１交差点、市町村道１交差点である。 

主従道路別の車道幅員を表４－５でみると、主道路はおおむね９m以上から５０m未満の層

に分布し平均幅員は１９.９６mであるが、従道路はおおむね主道路より分類で１ランク幅員の

狭い５.５mから２８m未満の層に分布しているため、平均幅員も１４.７mと主道路より平均約

５m狭くなっている。 
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しかし、交差点のなかには千葉２、山梨２、鳥取２、大分２、鳥取１の各交差点のように主

道路の幅員が７.５m未満の交差点も５交差点あり、このうち鳥取１を除いた４交差点は、主従

道路とも７.５m未満の小交差点であり、逆に愛知２、京都２の２交差点は、主従道路とも２８

m以上の大交差点である。 

なお、表４－１の道路幅員には、流入部のみの車道幅員が記入されているが、一部の交差点

では交通の流れを円滑にし追突事故を防止する目的で、交差点手前の流入部を拡幅（流出部を

狭める）したり、一方通行規制が実施されたりしているので、これらを除けば、おおむね同表

の数値の２倍が車道幅員となっている。 

（４）自動車、自転車、歩行者交通量 

交差点ごとの自動車交通量（千台単位）、自転車交通量（百台単位）および歩行者交通量（百

人単位）は表４－１の右から１列月、２列目、３列目のとおりである。 

自動車交通量の最も多い交差点は京都１の１０万６千台で、最も少ない交差点は山梨２の７

千台であるが、これらを１万台単位で区分してまとめると、表４－６のように２万台以上から

６万台未満（５万台以上）のところに大部分の交差点が分布している。なお全交差点の平均交

通量は約４万４千台である。 

つぎに、主従道路の交通量の比を表４－７によってみると、全体的には主道路の交通量に対

して従道路の交通量が０.５前後の交差点の２５交差点（２４.５%）を筆頭に、０.３前後の２４

交差点（２３.５%）、０.１前後の１７交差点（１６.７%）、０.７前後の１６交差点（１５.７%）

と、主道路の交通量の方が従道路より多い交差点が８０%以上を占めている。逆に従道路の交

通量が主道路の交通量を上廻る交差点も１２交差点（１１.８%）ある。 

なお表４－７の従道路比は主道路の交通量を１としたときの従道路の交通量の割合を示して

いる。 

自転車交通量は、調査対象交差点が県庁所在地の市内中心部の交差点が多いこともあって、

表４－８にみられるように全般的に少なく、５２交差点（５１.０％）が１,０００台未満となっ

ているが、例外的には岡山１ならびに高知１の２交差点では１万台以上となっている。 

歩行者交通量は、自転車交通量と同様に百人単位で計上したが表４－９のように１,０００人

単位の分布をとると、１,０００人未満の交差点が２３交差点（２２.５%）で多いが、１万人以

上の交差点も２２交差点と多い。 
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表４－２ 県内での位置付け別・地域別交差点数 

 
 

 

 

表４－３ 交差点形状     表４－４ 主道路管理者別・従道路管理者別交差点数 
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表４－５ 主道路巾員別・従道路巾員別交差点数 

 
 

 

表４－７ 

表４－６ 自動車交通量    主従道路交通量の比率（主道路交通量を1.0とする） 
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表４－８ 自転車交通量      表４－９ 歩行者交通量 

 
 

 

なお、歩行者交通量は、車道を横断する歩行者数のみを計上しているので、横断歩道橋、地

下横断路または歩行者横断禁止で防護棚が完備している交差点では、実際に道路を利用する歩

行者は多くても計上された交通量は少ない。 

（５）路面電車軌道 

路面電車軌道の有無は直接交通事故に結びつくものではないが、道路中央部に軌道によって

おおむね２車線程度の幅員がとられること、軌道敷地内は凹凸が多いこと、主要交差点付近に

は乗客乗降のための安全地帯が必要であること等のために、軌道があることによって交通環境

の悪い交差点が多く見られた。（写真４－１参照） 

調査対象交差点の路面軌道の有無（昭和５０年末現在）は、表４－１０の路面軌道欄のとお

りである。 

路面軌道のある交差点には路面軌道のそれぞれの欄に○印が付してある。また同表右から３

列目の欄には、従来路面軌道があった交差点で、近年になってこれを撤去した交差点と撤去時 
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期を示しているが、軌道撤去欄の白丸は４４年以前に撤去、黒丸は４５年以降に撤去したこと

を示す。 

全交差点のうち現在軌道敷のある交差点は１７交差点、軌道敷を撤去した交差点は１２交差

点である。 

 

 

 

 

写真 ４－１ 
路面電車軌道のある交差点 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 交通規制の概要 

交通規制は交通安全施設とともに、すべて流入部別にコード化し電子計算機に入力されている

が、表４－１０は主要な交通規制、交通安全施設の交差点別実施状況の概要をまとめたものであ

る。 

同表は、表側に調査対象交差点を、表頭に交通規制、交通安全施策の種類を挙げ、該当交差点

で実施されている対策に○印又は●印を記入している。無印のものは当該交差点にその規制ない

し安全施設が実施されていないことを意味する。 

なお、○印は昭和４４年以前、●印は４５年１月以降５０年１２月までに実施されたものを示

す。 

この場合、各交差点に３ないし６の流入部があるが、丸印を記入するに当って、当該交差点の

流入部のうちいづれか１以上の流入部に交通規制ないし交通安全施設が実施されていれば、その

交差点には該当する規制または安全施設が実施されているものとして○印又は●印を付した。 

したがって、交差点番号１（北海道）を例にとれば、４４年以前に実施されている対策は、指 
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定方向外進行禁止、歩道、信号機のみであり、４５年以後実施された対策は駐（停）車禁止、バ

ス優先帯・転回禁止、照明ということになり、他の交通規制、交通安全施設は５０年末現在で実

施されていないことを意味している。 

（１）速度規制の変更 

表４－１０の○印ならびに●印の記入要領についてはさきに述べたとおりであるが、速度規

制の変更に限っては、４４年末以前の規制の有無については問わないこととし、４５年以降５

０年末までに規制速度を変更した交差点にのみ●印を付した。 

規制速度に変更のあったのは６７交差点（６５.７%）である。 

しかしながら速度規制の実施は、通常交差点単位でなく道路単位又は区域単位で行なわれる

ものであるから、流入部別に検討するのが適当であると考えた。 

全交差点の流入部数は４１１流入部であるが、規制速度別、年別の推移を表４－１１に示す。 

これによると、２０ｋｍ/ｈ規制の道路は４７年以降２流入部、３０ｋｍ/ｈ規制の道路は４４

年当時８流入部であったものが４９年以降大幅に増加して５０年には２５流入部、４０ｋｍ/ｈ

規制の道路は４４年当時１６８流入部であったものが３０ｋｍ/hと同様４９年以降大幅に増加

して５０年には２９７流入部、これに対して５０ｋｍ/ｈ規制の道路は４４年当時１０６流入部

であったものが５０年に大幅に減少して６７流入部、速度規制が実施されていない道路（６０

ｋｍ/ｈ）は４４年当時１２９流入部であったものが４６年以降毎年減少して５０年には２０流

入部となっている。 

ちなみに５０年に２０ｋｍ/ｈ、３０ｋｍ/ｈ規制を実施されている交差点の状況をみると、道

路が狭い割に交通量の多い道路、スクールゾーン、速度の段階規制（愛知）などである。 

（写真４－２参照） 

なお４５年から５０年までに規制速度をアップしたのは、３０ｋｍ/ｈを４０ｋｍ/ｈが沖縄の

３流入市、４０ｋｍ/ｈを５０ｋｍ/ｈが島根ほか３県の７流入部のみであり、これらの１０交差

点はいづれも道路の拡幅に伴うものである。 

（２）駐（停）車禁止 

交差点別では１０２交差点全部に駐(停）車禁止規制が実施されているが、流入部別（４１１

流入部）でも１９流入部を除いた３９２流入部にこの規制が実施されている。 

流入部別駐（停）車禁止規制の実施年度の推移を表４－１２に示す。 
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表４－１０ 交通規制・交通安全施設実施状況一覧          〇４４年以前実施 

●４５年以降実施 
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写真４－２ 
スクールゾーンの速度規制が実 

施されている交差点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４－３ 
歩行者横断禁止が実施されてい 

る交差点 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）追越しのための右側部分はみ出し禁止（追越し禁止） 

全交差点のうち、昭和４４年以前たはみ出し禁止規制が実施されている流入部を持つ交差点

は４交差点のみで、５０年末でも２５交差点にすぎない。 

流入部別でも表４－１２のように５０年末で５４流入部にこの規制が実施されているのみで

あるが、これは当該流入部が片側２車線以上の流入部が多かったり中央分離帯が設置されてい

る等のためと思われる。 

（４）転回禁止 

全交差点のうち昭和４４年以前に転回禁止規制が実施されている流入部を持つ交差点は１６

交差点、５０年末では５４交差点である。 

流入部別では表４－１２のように５０年末で１３９流入部にこの規制が実施されているのみ

で、この規制が実施されている流入部が少ないのは、はみ出し禁止と同様の理由によるものと 
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思われる。 

（５）歩行者横断禁止 

全交差点のうち昭和４４年以前にこの規制が実施されている流入部を持つ交差点は２０交差

点、５０年末では５４交差点である。 

流入部別では表４－１２のように、５０年末で１５２流入部にこの規制が実施されているが、

これらの流入部を持つ交差点は交通量が多く、交通安全施設等が比較的良く整備されている交

差点が多い。（写真４－３参照） 

（６）バス専用（優先）通行帯 

全交差点のうち、バス専用（優先）通行帯の指定が実施されている流入部を持つ交差点は３

５交差点である。 

この規制は、通勤時間帯に都市の中心部に流入する自家用車を規制して、公共交通機関（バ

ス等）の運行を容易にする目的から実施される規制で、交差点流入部のなかの１ないし２の流

入部に実施されることが多く、比較的新らしい規制であるが、調査対象交差点でも、表４－１

３にみられるように昭和４６年から実施され、４９年以後大幅に規制流入部が増加している。 

なお５０年末現在で８５流入部に規制が実施されている。（写真４－４参照） 

（７）進行方向別通行区分 

全交差点のうち、進行方向別通行区分の指定が実施されている流入部を持つ交差点は６８交

差点であるが、このうち１交差点を除いては、いづれも４５年以降に実施されたものである。 

流入部別では表４－１３のように、ほとんど４５年以降に実施されており、５０年末では４

１１流入部のちようど半数にあたる２０６流入部でこの規制が実施されている。 

なお、この規制は比較的よく整備されている交差点で実施されることが多く、流入部によっ

ては道路管理者が実施した車両通行帯も、一部この規制が実施されているものとして取扱って

いる。（写真４－５参照） 

（８）右折の方法 

規制標示番号１１１の右左折の方法のうち交差点内にある右折導流標示および交差点中心標

示を、ここでは右折の方法のある交差点とした。 

全交差点のなかで５６交差点にこの標示があるが、これらのなかには中心標示がなく、一部の

流入部にのみ右折導流標示が画かれているので流入部別では、表４－１３に示すように右折の 
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方法のあるのは２０４流入部である。 

（９）自転車専用道、自転車歩道通行可 

自転車専用道を持つ流入部のある交差点は９交差点、自転車歩道通行可の規制が実施されて

いる流入部を持つ交差点は６９交差点である。 

専用道、通行可の規制とも４５年以降に規制された交差点が多いが、流入部別では表４－１

３に示されているように５０年には前者が１６流入部、後者が２１５流入部にこの規制が実施

され、かつ、前者は４９年以降、後者は４６年以降に規制された流入部が多い。 

歩行者とともに交通弱者の立場にある自転車の安全を守る施設として、自転車が歩道を通行

できるように指定した自転車専用道、自転車歩道通行可の道路は近年増加しつつある。 

（写真４－６参照） 

（10）指定方向外進行禁止 

指定方向外進行禁止は、一方通行出ロへの流入を禁止するための規制、交通の流れを整理す

るための規制があり、これがさらに車種、曜日または時間によって種々に分類されている。 

このうち、全車両に対して指定方向外進行禁止規制が実施されている交差点について述べる

と、昭和５０年末現在２４交差点にこの規制が実施されており、うち５交差点は４４年以前に

規制が実施されている。 

表４－１４によって流入部別規制実施状況をみると、４１１流入部のうち３５９流入部（８

７.３%）には規制がかけられておらず、残りの５２流入部にはなんらかの規制が実施されている。

５２流入部のうち２９流入部には右折のみを禁止する規制、７流入部には直進のみを禁止する規

制、その他は１方向を除いて進行を禁止する規制となっている。（写真４－７参照） 

 

４－４ 交通安全施設等の概要 

交通安全施設設置の概要は表４－１０のとおりである。 

（１）歩 道 

全交差点のうち、どの流入部にも歩道施設を持たない交差点は２交差点のみであり、残りの

１００交差点には一部の流入部又は全部の流入部に歩道が設置されている。 

表４－１０によれば、歩道の全くない交差点は山梨２と大分２の２交差点であること、７３

交差点には４４年以前に歩道が設置されており、２７交差点には４５年以後設置されたことを 
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写真４－４             写真４－５ 
バス専用（優先）通行帯が実施    進行方向別通行区分が実施され 

されている交差点          ている交差点 

 

 
 

 

 

写真４－７ 
指定方向外進行禁止が実施され 

ている交差点 

 

 

写真４－６ 
自転車歩道通行可が実施されて 

いる交差点 
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示している。 

なお、歩道が設置されている１００交差点のうち７３交差点は全流入部に歩道が設置されて

いる。 

流入部別歩道の有無、歩道構造、設置年を表４－１５でみると、４１１流入部のうち３００

流入部は４４年までに設置され、４５年以降には５９流入部に歩道が新設されている。またそ

の構造としては両側に縁石によるマウントアップ方式（歩道が車道より高い）のものが多いが、

４５年以降設置されている歩道には、片側でマウントアップ方式以外の構造のものも除々に多

くなってきている。 

（２）防 護 柵 

全交差点のうち、５０年末に防護柵が設置されている流入部を持つ交差点は８０交差点であ

るが、このうち４３交差点には４４年以前、３７交差点には４５年以降に防護柵が設置されて

いる。 

流入部別では表４－１６に示すように、２２６流入部（５５.０%）に防護柵が設置されてい

る。緑地帯を除き防護柵が両側に設置されているのが１６８流入部、片側が１７流入部、緑地

帯が４１流入部である。防護柵の種類としては、ガードレール、ガードパイプ、緑地帯、ガー

ドフェンスの順に多いが、４５年以降ではガードパイプ、緑地帯の設置が多くなりつつある。 

なお、防護柵については交差点内およびその付近（３０m以内）の延長距離に対する設置率

を求めるよう配慮したが、この範囲内に側道、駐車場、ガソリンスタンド等、車の出入する道

路や路外施設が多いため事故と結びつけるような良い結果が得られなかった。（写真４－８・ 

４－９参照） 

（３）中央分離帯 

全交差点のうち、５０年末に中央分離帯が設置されている流入部を持つ交差点は５９交差点

であるが、このうち２７交差点には４４年以前、３２交差点には４５年以降に中央分離帯が設

置されている。 

流入部別では表４－１７に示すように１３１流入部（３１.９%）に中央分離帯が設置されて

いるが、種類別ではグリーンベルトの分離帯８８流入部、チヤッターバの分離帯１８流入部、

幅員１m以上をペイント焼付による分離帯１６流入部が大部分を占め、設置年では４５年から

４７年にかけて多いことがわかる。（写真４－１０参照） 
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写真４－８ 
ガードパイプが設置されている

交差点 

写真４－９ 
緑地帯の防護柵が設置されてい 
る交差点 

写真４－１０ 
中央分離帯が設置されている交

差点 

写真４－１１ 
右左折導流標示が設置されてい

る交差点 



（４）右折、左折導流標示 

全交差点のうち、５０年末に右折導流標示が設置されている交差点は５９交差点であり、同

じく左折導流標示の設置されている交差点は２５交差点である。このうち右折標示、左折標示

は４４年当時には４交差点にのみ実施されていたものであり、大部分は４５年以降に実施され

ている。 

流入部別では表４－１８に示すように右折導流標示が２１０流入部、左折導流標示が６２流

入部に設置されているが、種類別では前者は停止場所と中央部標示を併設したもの、ならびに

中央部標示のみを標示したものが多く、後者は標示４７流入部、導流島１５流入部である。ま

た実施年では４５年から５０年にかけて何れの年もかなりの実施量がある。（写真４－１１参

照） 

 
 

表４－１８A 流入方向別右折導流標示実施状況の推移 

 
 

 

表４－１８B 流入方向別左折導流標示施設実施状況の推移 
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表４－１１ 流入方向別速度規制実施状況の推移 

 
 

 

表４－１２ 流入方向別各種禁止規制実施状況の推移 

 
 

 

表４－１３ 流入方向別各種通行規制実施状況の推移 
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表４－１４ 流入方向別指定方向外進行禁止実施状況の推移 

 
 

 

表４－１５ 流入方向別歩道整備状況の推移 
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表４－１６ 流入方向別防護柵整備状況の推移 

 
 

表４－１７ 流入方向別中央分離帯整備状況の推移 
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（５）横断歩道橋、横断地下道 

全交差点のうち、５０年末に横断歩道橋が設置されている交差点は２６交差点、同じく横断

地下道が設置されている交差点は１０交差点であるが、横断歩道橋はどちらかというと４５年

以前に比較的多く設置されてきたが、駅前とか、非常に幅員の広い道路どうしで、右左折交通

量と横断歩行者が著しく多い交差点という特殊の場所を除いては近年あまり設置されなくなっ

た安全施設の一つであり、横断地下道についてもほぼ同様のことが云える。 

これは、道路上の横断歩道に比較して安全ではあるが歩行者の負担が大きすぎること、設置

費用がかかりすぎること、周辺住民の同意が得にくいこと等によると思われる。 

このため、横断歩道橋については４９年以後設置された交差点はなく、横断地下道は４６年

以後比較的設置されてはいるものの、地上の横断歩道と併設されている交差点もあらわれてき

ている。（写真４－１２参照） 

（６）自転車横断指導線 

全交差点のうち、５０年末に１９交差点で設置されているが、すべて昭和４６年以降に設置

されたものである。 

設置位置は横断歩道の内側、もしくは横断歩道橋のあるところでは道路左側端の延長線上に

幅員約１mの２本線又はカラー舗装で実施されているものが多いが、調査対象交差点のなかで

は、中国地方、四国地方に比較的この施設が設置されている交差点が目立ち、これらの交差点

は他の対策も十分に行なわれているところが多い。（写真４－１３参照） 

（７）道路拡幅、中央線変移 

この２つの施策は、一般に大規模な交差点改良の際に実施されることが多いが、調査対象交

差点に限れば必らずしもこの原則が適用できない交差点が多かった。 

道路拡幅についていえば、古い昔までさかのぼればほとんどの交差点で道路拡幅が行なわれ

ているであろうが、表４－１０ではおおむね昭和４０年以降の道路拡幅にとどめ、５０年末で

２７交差点が改良されていることが判明した。このうち２０交差点は４５年以降の改良である。 

中央線変移は実施された２０交差点のうち１９交差点が４５年以降実施されたものであり、

主として路線を単位に整備される対策の一環として中央線変移が行われたものと思われる。 

（写真４－１４参照） 
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写真４－１２ 
横断歩道が設置されている交

差点 

写真４－１３ 
自転車横断指導線が設置されて

いる交差点 

写真４－１４ 
中央線変移が実施されている交

差点 

写真４－１５ 
バスベイが設置されている交差

点 



（８）バスベイ 

全交差点のうち５０年末で１６交差点にバスベイが設置されていた。このうち１４交差点で

は４５年以降の設置であったが、バス路線数とバスベイの長さ、位置等について検討する余地

が残されているものも見られた。（写真４－１５参照） 

（９）照明 

表４－１０にみられるように全交差点のうち５０年末で９３交差点に照明が設置されていた。

このなかには４５年以降設置されたとなっているものが３０交差点あるが、このなかには増灯

のものも多い。 

（10）バイパスの影響 

バイパスの影響とは、かつて市内中心部を経由していた幹線道路を、バイパスによって通過

車両が市内中心部に流入しないように改善され、これに伴って大型車などの通過車両が当該交

差点を経由することが少なくなったり、交通の質が変化したりした交差点かどうかを示したも

ので、丸印を付した交差点はこの影響がある交差点を示し、全交差点では２０交差点がこれに

該当している。 

（11）信号機 

交通安全施設のなかで信号機の効果が大きいことは、当センターの前年の研究によっても明

らかになっている。 

表４－１０の右端欄をみると、全交差点のうち９９交差点に５０年末現在信号機が設置され

ており、うち９２交差点には４４年以前に信号機が設置されている。 

なお残りの３交差点のうち、１交差点には５１年に信号機が設置され、残る２交差点も信号

機設置予定交差点となっている。 

また、表４－１０では明らかにされていないが、信号機設置交差点でも、系統化、増灯大型

化、信号現示の改定などによって信号機の機能を向上させ、事故防止への寄与率を高めるため

の具体的配慮が種々行なわれている。 
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５．交通事故の実態と特異交差点の抽出 
 

調査対象１０２交差点（以下本章では全交差点という）の交差点ごとの年別事故件数の推移に

ついては、第４章のとおりであるが、本章では全交差点の交通事故の主体別、形態別、違反種類

別、交差点内外別および昼夜別の実態とそれぞれ類型化された事故の特異交差点について述べる。 

 

５－１ 主体別事故発生状況 

交通事故に関係した当事者を、人（歩行者、自転車、２輪車および自動車の４種類に分類し、

これら相互間の事故発生状況を年別に表５－１に示す。 

ここで取扱った事故件数の総計（以下本章では全事故という）は９,８５９件である。主体別大

分類の事故件数の構成率は、人対車１０.９%、車相互８６.４%、車単独２.６%、その他０.１%で

年別の構成率もこれとほとんど変りがない。 

ア．２輪車、自転車が関係した事故 

人対車の事故では１,０７３件のうち９６件（８.９%）が２輪車が関係した事故であり、車相

互の事故では、８,５１７件のうち７６３件（９.０%）が自転車が関係した事故、１,４７４件（１

７.４%）が２輪車が関係した事故、また車単独の事故では２５５件のうち４０件（１５.７%）

が２輪車が関係した事故である。 

イ．構成率の標準偏差が平均より２σ以上離れている交差点 

交通事故のある項目（例えば主体別）を類型化して全事故に対する構成率ならびに個々の交

差点の当該交差点で発生したすべての事故の構成率を求めた。 

この場合、類型化されたうちのある一つ（例えば人対車事故）をとって、１０２交差点での

全事故に対する構成率（以下本章では平均構成率という）と個々の交差点の構成率を比較して、

平均構成率を著しく上回る交差点を、この類型の事故に関する特異交差点と仮定し、特異交差

点間の共通点を整理された資料から探ってみた。 

全交差点のなかから特異交差点を抽出する方法として、本研究では４５年から５０年まで６

ケ年間の類型別平均構成率ならびに標準偏差を算出し、個々の交差点の類型別構成率が平均構

成率から離れている程度で判別する方法をとった。 

いま仮りに、ある項目のなかの一つの類型の平均構成率が１６.８%、標準偏差が５.２とした 
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表５－１ 年別、主体別類型別事故発生件数 

 
 

場合、個々の交差点の構成率が正規分布をするとすれば、全交差点の９５%に相当する交差点

の構成率は、平均構成率±２倍の標準偏差の範囲内、すなわち６.４%から２７.２%の範囲内に

分布し、残りの５%は特異交差点と考えられる。 

そこで本研究では平均構成率ならびに標準偏差（以下本章ではσという）に対し、個々の交

差点の構成率が２σ以上上回る交差点を特異交差点として抽出し、これらの交差点の道路環境

について共通な問題を探り出し、当該交差点に実施された諸施策によって事故がどの程度減少

しているかを求めた。 

なお、対象事故件数が全体でも１万件弱と少いため、類型によっては個々の交差点の事故が

少く、わずかの事故件数によって構成率が大きく変動するので、事故件数が５件以下の交差点

を本研究では特異交差点から除外した。 

（ア）人対車事故の全事故に対する構成率の平均は１０.９%で構成率のσは１０.４であるが、平 
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均構成率を２σ以上上回る交差点は、沖縄２（４.８σ）、函館１（３.０σ）、北見１（２.

１σ）、島根２（２.０σ）の４交差点である。 

（イ）車相互事故の全事故に対する平均構成率は８６.４%で構成率のσは１０.５であるが、構成

率が平均を２σ以上下回る、すなわち、この種の事故が他の交差点に比較して少ない交差点

は函館１（－３.２σ）、富山２（－２.４σ）、沖縄２（－４.５σ）の３交差点である。 

車相互事故のなかの自転車対２輪車、２輪車対２輪車の事故件数は６ケ年合計でも、前者

が４３件、後者が３０件と非常に少いので、これらを除いた車相互事故の主体別事故の関係

をみると、次のとおりである。 

自転車対自動車事故の全事故に対する平均構成率は７.３%で構成率のσは７.３であるが、

構成率が平均を２σ以上上回る交差点は秋田２（２.４σ）、山形１（２.０σ）、山形２（５.

３σ）、徳島２（２.１σ）の４交差点である。 

２輪車対自動車事故の全事故に対する平均構i成率は１４.２%で構成率のσは８.１である

が、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は山梨１（２.２σ）、静岡１（２.０σ）、岡山２

（２.３σ）、徳島１（２.１σ）、鹿児島１（２.１σ）の５交差点である。 

自動車対自動車事故の全事故に対する平均構成率は６４.１%で、構成率のσは１６.７であ

るが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は千葉１（２.０σ）、また、構成率が平均を２

σ以上下回る交差点は静岡１（－２.３σ）の交差点である。 

（ウ）車単独事故の全事故に対する平均構成率は２.６%で=構成率のσは２.６であるが、構成率

が平均を２σ以上上回る交差点は広島１（２.３σ）、山口１（２.１σ）、長崎２（３.２σ）、

鹿児島２（２.９σ）の４交差点である。 

 

５－２ 形態別事故発生状況 

形態別事故発生状況は主体別の大分類と同様に３種類に分類し、交通事故に関係した当事者

の行動、または事故誘発行為を人対車の４種類、車相互の７種類、車単独の２種類の１３種類

に分類し、これらの事故発生状況を年別に表５－２に示す。 

全事故９,８５９件の形態別大分類の事故件数の構成率は表５－１とほとんど同じである。 

ア．形態別事故発生件数 

人対車の事故では１,０７４件のうち交差点横断歩道横断中の事故が７３９件（６８.８%）、 
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表５－２ 年別、形態別類型別事故発生件数 

 
 

交差点横断歩道外横断中の事故が１８０件（１６.８%）、これら以外の事故が１５５件（１

４.４%）である。 

車相互では８,５２８件のうち追突事故が４,４７７件（５２.５%）、右折時側面衝突事故が１,

９４９件（２２.９%）、出合頭事故が８６１件（１０.１%）、これら以外の事故が１,２４１件

（１４.５%）である。 

車単独の事故では２５７件のうち転倒、路外逸脱、転落の事故が４９件（１９.１%）、これ

以外の事故が２０８件（８０.９%）である。 

 
 
 
 
 
 
 

－５４－ 



イ．構成率の標準偏差が平均より２σ以上の交差点 

（ア）人対車事故の全事故に対する平均構成率は１０.９%で構成率のσは１０.４であるが、構成

率が平均を２σ以上上回る交差点は函館１（３.０σ）、北見１（２.１σ）、島根２（２.０

σ）沖縄２（４.８σ）の４交差点である。 

これらの交差点に共通する環境、または特有な環境をみると、沖縄を除く３交差点は近隣

に駅・デパート・商店街などがあり、歩行者交通の多い交差点である。沖縄２の交差点では、

復帰前の沖縄独特の常時右折（左折）可がわざわいしているものと考えられる。 

交差点横断歩道横断中事故の全事故に対する平均構成率は７.５％で、構成率のσは８.６で

あるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は函館１（３.３σ）１北見１（２.９σ）、富

山２（２.２σ）、島根２（２.８σ）、沖縄２（３.７σ）の５交差点である。これらの交差

点に共通する環境は人対車の場合と同じである。 

北見１、函館１の交差点では、都市総合交通規制による交通流の整理を行ったことにより

交差点横断歩道横断中の事故が後半に著しく減少している。 

交差点横断歩道外横断中事故の全事故に対する平均構成率は１.８%で構成率のσは２.９

であるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は釧路１（３.０σ）、岐阜２（４.０σ）、

福岡２（２.２σ）の３交差点である。 

これらの交差点に共通する環境または特有な環境をみると、岐阜２、福岡２の交差点では、

路面電車の安全地帯と歩道を直結する歩行者に対して歩行者横断禁止の必要があるほど横断

歩行者が多く、釧路１の交差点では、バス停の位置と歩行者の希望経路の関係が考えられる。 

（イ）車相互事故の全事故に対する平均構成率は８６.５%で構成率のσは１０.５であるが、構成

率が平均を２σ以上下回る交差点は函館１（－３.２σ）、富山２（－２.４σ）、沖縄２（－

４.５σ）の３交差点であり、これらの交差点はいずれも人対車事故の構成率が高い交差点で

ある。 

正面衝突事故の全事故に対する平均構成率は１.６%で構成率のσは３.０であるが、構成率

が２σ以上上回る交差点は茨城１（３.２σ）、神奈川１（２.８σ）、岐阜１（２.７σ）、

山口１（２.５σ）、山口２（２.４σ）の５交差点である。 

これらの交差点に共通する環境、または特有な環境を見ると、５交差点とも交差点が広く

カーブの中に交差点があり、交通流の分岐点と道路の中心線が明確でない交差点である。 
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さらに、導流島の設置や進行方向別通行区分、右折の力法などの標示を実施していない時期に

正面衝突事故が多発している。 

追突事故の全事故に対する平均構成率は４５.４%で構成率のσは１７.６であるが、構成率が

２σ以上上回る交差点は福岡１（２.１σ）で、同じく２σ以上下回る交差点は鳥取１（－２.

０σ）のそれぞれ１交差点である。福岡１の交差点は下り勾配４%の流入部に追突事故が多発

している。また、鳥取１の交差点は交通量の割に幅員が狭く、流入、流出部以外の交差点内で

は追突事故がほとんど発生していない。 

出合頭事故の全事故に対する平均構成率は８.７%で:構成率のσは１２.５であるが、構成率が

平均を２σ以上上回る交差点は北海道１（２.１σ）、千葉１（２.１σ）、山梨２（６.６σ）

岐阜１（２.０σ）、鳥取１（４.２σ）の５交差点である。 

これらの交差点に共通する環境、または特有な環境をみると、北海道１、千葉１、山梨２の

交差点では信号無視によるものがいづれも多く、さらにこれを堀り下げてみると、北海道１の

交差点では、人間的な要因で酒酔いが主なものであり、千葉１の交差点では道路環境的な要因

で大幅員の道路に小幅員の道路が交差する交差点であり、山梨２の交差点では道路環境的な要

因で、交差する２本の道路が同幅員で狭く、かつ交通量が少ないことが考えられる。 

山梨２の交差点では横断歩道の標示の明確化と隣接信号機との連動によって、出合頭事故が４

８年以降減少している。岐阜１、鳥取１の２交差点は、信号のない交差点である。岐阜１の交

差点はカーブの中に交差点があり、道路の中心線が明確でなく、交差点内の流れが複雑であり、

鳥取１の交差点は交通量の割りに道路幅員が狭いことが考えられる。 

右折時側面衝突事故の全事故に対する平均構成率は１９.８%で構i成率のσは１１.７である

が、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は山梨１（３.２σ）、滋賀１（２.１σ）、徳島２（２.

１σ）の３交差点である。 

これらの交差点に共通する環境は特にみられないが、山梨１の交差点は右折交通量が多く、

右折導流の標示のない時期に、この種の事故が多かったが、右折導流関連の標示を行った４８

年以降に減少している。 

滋賀１の交差点は右折導流関連の標示が実施されたのが遅く、さらに交差道路の流入部が狭

いことが考えられる。 

この２交差点の右折時の事故は右折導流標示、交差点内で対向直進車の流れを待つ間の停 
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止指導線の実施により４８年以降大幅に減少している。 

徳島２の交差点は右折交通量が多く、交差点が広幅員で、右折導流がうまくいっていないた

めか、右折事故はあまり減少していない。 

左折時側面衝突事故の全事故に対する平均構成率は５.３%で構成率のσは５.５であるが、構

成率が平均を２σ以上上回る交差点は宮城１（２.１σ）、沖縄１（７.１σ）の２交差点である。 

これらの交差点に共通する環境は特に見られないが、宮城１の交差点は喰違い交差点で交差

点が広いため、左折車と直進車が錯綜すること、沖縄１の交差点は現在同県が右側通行なので

他県の右折と同じ現象が左折時側面衝突として発生しているわけで同交差点は交差点が広く、

左折導流がうまく行かず、さらに、海洋博関連事業として、５０年春まで数ヶ年にわたって工

事中であり、その間の交差点処理がうまく行かなかったことが考えられる。 

接触事故の全事故に対する平均構成率は２.１%で構成率のσは２.１であるが、構成率が平均

を２σ以上上回る交差点は岡山２（２.０σ）、山口１（３.４σ）、高知１（２.１σ）の３交

差点である。 

これらの交差点に共通する環境は特にみられないが、岡山２の交差点は、喰違い交差点で主

道路は分離帯がある４車線道路、これに対し従道路は幅員が狭く主道路に喰違って接続してい

る交差点である。山口１の交差点はカーブの中に交差点があり、操舵しながら交差点を走行す

るため接触事故が多かったと思われる。高知１の交差点は流入部側に路面電車の安全地帯があ

り、その安全地帯の幅にとられてその幅だけ流入部の幅員が急にしぼられて交通の流れを乱す

ことが接触の誘因となったと考えられる。 

（ウ）車単独事故の全事故に対する平均構成率は２.６%で構成率のσは２.６であるが、構成率が

平均を２σ以上上回る交差点は広島１（２.２σ）、山口１（２.０σ）、長崎２（３.５σ）、

鹿児島２（２.８σ）の４交差点である。 

これらの交差点に共通する環境、または特有な環境をみると、山口１の交差点を除く３交

差点は軌道敷のある交差点である。山口１の交差点はカーブの中に交差点がある。 

事故の誘因としては、山口１を除く３交差点では、軌道敷の凹凸による転倒、安全地帯へ

の衝突、交差点付近での急停止が多い。山口１の交差点では、カーブ始点の歩道橋設置によ

る視距の不良と酒酔いによる車単独事故の多発が考えられる。 
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表５－３ 年別、違反種別事故発生件数 

 
 
５－３ 違反種類別事故発生状況 

違反種類別事故発生状況は交通事故に関係した第１当事者の違反を「車両等」関連と「人（歩

行者）」関連に大別し、前者を１６種瓶後者を４種類の２０種類に分類して、これらの事故発生

状況を年別に表５－３に示す。 
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ア．違反種類別事故発生件数 

全事故９,８５９件の違反種類別大分類の事故件数の構成率は「車両等」が９９.０%、「人（歩

行者）」が１%で経年による変化は、ほとんど認められない。 

第１当事者が車両等の事故では９,７５９件のうち、安全運転義務違反の事故が４,７４４件（４

８.６%）と最も多く、続いて車間距離不保持の事故が１,３９２件（１４.３%）、右折違反の事故

が７８７件（８.１%）、信号無視の事故が５７４件（５.９%）、横断歩道通行中を妨害の事故が

４５８件（４.７%）、優先通行違反の事故が４５７件（４.７%）、左折違反の事故が３２３件（３.

３%）、酒酔い（酒気帯び）運転の事故が２９２件（３.０%）などが主なものとなっている。 

第１当事者が人（歩行者）の事故では、１００件のうち信号無視の事故が５１件（５１.０%）

歩行者の横断違反の事故が２６件（２６.０%）、飛び出しの事故が２０件（２０.０%）、その他

の事故が３件（３%）となっている。 

イ．構成率の標準偏差が平均より２σ以上の交差点 

（ア）第１当事者が車両等の事故の全事故に対する平均構成率は９９.０%で構成率のσは２.６で

あるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点はなく、逆に２σ以上下回る交差点として、

秋田２（－６.８σ）、山形２（－２.６σ）、静岡１（－３.６σ）、静岡２（－２.５σ）、

三重２（－２.５σ）の５交差点が挙げられ、これらの交差点はいずれも歩行者が第１当事者

となる構成率が高い交差点である。 

車両等が第１当事者となる事故のうち、運転者の信号無視による事故の全事故に対する平

均構成率は５.８%で構成率のσは９.６であるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は、

北海道１（２.４σ）、千葉１（２.２σ）、山梨２（７９σ）、長野１（２.３σ）の４交差

点であり、いずれの交差点も出合頭事故の構成率が高い交差点であり、なかでも山梨２の７

９σは異状である。 

車間距離不保持事故の全事故に対する平均構成率は１４.１%で、構成率のσは１０.１であ

るが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は群馬１（２.０σ）、神奈川１（３.２σ）、愛

知１（３.５σ）、愛知２（３.７σ）の４交差点であり、いずれの交差点も追突事故の構成率

が高い交差点である。このうち愛知２の交差点を除く３交差点では、進行方向別通行区分の

指定、交差点改良などによって４８年以降追突事故が半減している。 
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左折違反事故の全事故に対する平均構成率は３.３%で構成率のσは３.７であるが、構成率

が平均を２σ以上上回る交差点は宮城１（３.６σ）、静岡１（２.８σ）、香川２（２.２σ）、

沖縄１（５.１σ）の４交差点である。 

いずれの交差点も左折時側面衝突事故の構成率が高い交差点である。 

右折違反事故の全事故に対する平均構成率は８.０%で構成率のσは６.５であるが、:構成率

が平均を２σ以上上回る交差点は山形１（２.８σ）、栃木２（２.５σ）、岡山１（２.８σ）、

岡山２（２.３σ）、香川２（２.３σ）の５交差点である。いずれの交差点も右折時側面衝突

事故の構成率の高い交差点であるが、右折方法、右折車線、信号現示（青矢）、交差点の改

良、分離帯の設置によって、４８年以降の事故が減少している。 

優先通行違反事故の全事故に対する平均構成率は４.６%で構成率のσは６.３であるが、構

成率が平均を２σ以上上回る交差点は山梨１（７０σ）の１交差点のみである。この交差点

は出合頭事故、右折時側面衝突事故の多い交差点であり、慶先通行違反による出合頭や右折

時の事故は、信号現示の改良、信号灯器の大型化、進行方向別通行区分などの対策の実施に

よって、この交差点では４８年以降の事故が減少している。 

横断歩道横断中の歩行者を妨害する事故の全事故に対する平均構成率は４.６%で構成率の

σは６.１であるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は函館１（４.３σ）、釧路２（２. 

３σ）、北見１（３.３σ）、富山２（２.６σ）、奈良１（２.３σ）の５交差点である。 

いずれの交差点も交差点横断歩道横断中の歩行者との事故の構成率の高い交差点であるが、

函館１、北見１の２交差点では４８年以降の事故が半減している。 

酒酔い（酒気帯び）運転による事故の全事故に対する平均構成率は３.０%で構成率のσは

３.７であるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は北海道１（２.２σ）、新潟２（２.

８σ）、三重１（２.６σ）、奈良２（２.１σ）、山口１（２.４σ）の５交差点である。北

海道、新潟、三重の３道県は、平素から酒酔い運転の多いところである。 

なお、酒酔い運転は、あらゆる形態の事故が起き易い違反である。 

安全運転義務違反事故の全事故に対する平均構成率は４８.１%で構成率のσは１４.０で

あるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は福岡１（２.０σ）、反対に２σ以上下回る

交差点は山梨１（－２.２σ）の交差点である。 

（イ）歩行者が第１当事者となった事故の全事故に対する平均構成率は１.０%で構成率のσは 
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２.６であるが、構成率が平均を２σ以上上回る交差点は秋田２（６.８σ）、静岡１（３.６σ）

静岡２（２・５σ）、三重２(２・５σ）の４交差点であり、いずれも４８年以降には人対車の

事故は減少している。 

 

５－４ 交差点内外別事故発生状況 

交通事故の発生位置を交差点の内と外に分類し、その発生状況を年別に表５－４に示す。 

ア．交差点内外別事故発生件数 

全事故９,８５９件の交差点内外別事故件数の構i成率は交差点内が６０.１%、交差点外が３

９.９%で経年的にほとんど変化は認められない。 

イ．構成率の標準偏差が平均より２σ以上の交差点 

交差点内の事故の全事故に対する平均構成率は６０.１%で構成率のσは１８.１であるが、構

成率が平均を２σ以上上回る交差点は山梨２(２.０σ)、島根１（２.２σ）、島根２（２.０σ）

沖縄１(２.２σ)の４交差点、下回る交差点は宮城２（－２.０σ）、福岡１（－２.３σ）の２交

差点である。 

山梨２の交差点では信号無視による出合頭事故が多いことが、その原因をなしていたが横断

歩道標示を明確化したことにより４８年以後は交差点内の事故が減少している。島根１、島根

２、沖縄１の交差点は、交差点横断歩道横断中と右折時側面衝突事故の多発が原因している。 

交差点外の事故の全事故に対する平均構成率は３９.９%で構成率のσは１８.１であるが、構

成率が平均を２σ以上上回る交差点は宮城２（２.０σ）、福岡１（２.３σ）の２交差点であり、

いづれも追突事故が多い。 

宮城２の交差点は歩道橋があるため、走行中の車両からは交差点の位置を認知しにくい状況

がみられ、これが追突の原因をなしており、福岡１の交差点は下り勾配４%の流入部に追突事

故が多発していたが、すべり止舗装の実施により、４８年以降事故が半減している。 

 

５－５ 昼夜別事故発生状況 

交通事故の発生した時間帯を昼間と夜間に分類し、その発生状況を年別に表５－５に示す。 

ア．昼夜別事故発生件数 

全事故９,８５９件の昼夜別の事故件数の構成率は昼間が６６.９%、夜間が３３.１%で経年的 
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表５－４ 年別、交差点内・交差点付近事故発生件数 

 
 

表５－５ 年別、昼夜別事故発生件数 

 
 

にほとんど変化は認められない。 

イ．構成率の標準偏差が平均より２σ以上の交差点 

昼間の事故の全事故に対する平均構成率は６６.９%で構成率のσは９.４であるが、構成率が

平均を２σ以上上回る交差点は１つもなく、逆に２σ以上下回る交差点は栃木２（－３.３σ）、

千葉２（－２.４σ）、三重１（－２.３σ）、愛媛２（－３.１σ）、沖縄２（－３.０σ）の５

交差点である。 

夜間の事故の全事故に対する平均構成率は３３.１%で構成率のσは９.４であるが、構成率が

平均を２σ以上上回る交差点は栃木２(３.３σ)、千葉２（２.４σ）、三重１（２.３σ）、愛媛

２（３.１σ）、沖縄２（３.０σ）の５交差点である。このうち栃木２、千葉２、沖縄２の３交

差点は、道路照明のないことがその原因としてあげられる。残りの三重１、愛媛２の２交差点

には道路照明があるが、三重１の交差点では、酒酔いと夜間交通量閑散時の信号無視による人

的要因による事故が多く、愛媛２の交差点では、夜間信号機の現示を点滅に切替えていたこと

が、それぞれ夜間事故多発の誘因をなしていたものと思われる。 
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６．道路環境と事故との関連 

 

６-１自動車交通量と事故 

調査対象交差点は、いづれも昭和４５年当時の事故多発交差点で、交通量もまた都道府県内屈

指の交通量のある交差点が多いが、１０２交差点の平均交通量は４万４千台であった。 

自動車保有台数が増加しているにもかかわらず、昭和４６年以降、交通事故は減少傾向に推移

しているが、調査対象交差点の事故減少率は全国での事故減少率を大幅に上回っている。これら

の交差点において、交通量と事故件数の関係がどうなっているかについて探ってみた。 

図６－１は、１０２交差点における昭和４５年から５０年に生じた事故件数の年平均事故件数

と交通量との関係をあらわしたものである。図中の数字は、表４－１で示される交差点番号であ

る。また、図中の直線は、事故（ｘ）と交通量（ｙ）との関係を見るために求めた回帰直線（ｙ

＝ａｘ＋ｂ）である。この相関係数７は０.７４４であり、交通量と事故件数とはかなり高い相関

を示していることがわかる。 

したがって、回帰直線から離れた座標位置を持つ交差点は、平均的にみて特異な交差点という

ことができる。そのような交差点を抽出するため、交通量に対して事故件数が平均を１０件以上

上回る交差点を挙げれば、山梨２、石川１、福井２、京都２、兵庫１、佐賀１、佐賀２の７交差

点、同じく１０件以上下回るのは、函館２、秋田１、千葉１、沖縄１、沖縄２の５交差点である。 

なおこの図からは、４万４千台の交通量で４５年から５０年まで年平均１６件の事故が発生し

ていることを示しているが、実際には１０２交差点の各年ごとの平均事故件数は、４５年２３.１

件、４６年１９.６件、４７年１７.２件、４８年１４.４件、４９年１２.０件、５０年１０.３件の

ように経年的に大幅に減少している。 

交通量に対して事故件数が平均を１０件以上上回る７交差点についてみると、山梨２の交差点

は交通量が少く、主従道路の幅員が狭いためか信号無視が多いこと、石川１の交差点は繁華街が

近く歩行者交通量が多いこと、福井２の交差点は交差点が大きく流れが複雑で歩行者交通量が多

く（測定時より）、４７年以前の事故が多かったこと、京都２の交差点は交差点が大きく流れが

複雑で右折関係の事故が多発していること、兵庫１の交差点は交差点内の流れが複雑で４７年以

前の事故が多かったこと、佐賀１および、佐賀２の交差点は隣接する２つの交差点の事故を対象

としたことなどが考えられる。 
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図６－１ 交通量と事故件数 
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図６－２ 交通量と事故率 



逆に事故件数の少ない交差点では、函館２の交差点は交通量がほぼ飽和状態に達していると思

われること、秋田１の交差点は早い時点で適切な諸対策がとられ、交通量がほぼ飽和状態に達し

ていると思われること、千葉１の交差点は測定時の交通量が過去に比較して非常に多かったこと、

沖縄１の交差点は千葉１と同じ、沖縄２の交差点は丁字交差点で従道路の交通量が少ないことな

どが考えられる。 

図６－２は年平均事故件数を交通量で除した事故率と交通量の関係を示すもので、いま仮りに

図６－１の相関係数が±１.０であれば各交差点は事故率が０.３５ないし０.４０のところに一列

に並ぶ理屈であるが、実際にはこの図に示すように交通量が１万台前後の山梨２、佐賀１、佐賀

２の３交差点の事故率が極端に高く、他の交差点はほぼ横に長い楕円型の範囲に分布している。 

また、この図は交差点の交通量１万台当り年平均４件の事故が発生していることをあらわして

いる。 

 

６－２ 交差点形状と形態別事故 

本節では、調査対象期間を４５年から４７年までの前期３ケ年（以下本節では前期という）と、

４８年から５０年までの後期３ヶ年（以下本節では後期という）とに分けて、それぞれの期にお

ける個々の交差点の事故件数（全数、形態別数）を、調査時の１２時間交通量（単位千台）で除

したものを事故率とし、それらの値の交差点形状毎の算術平均（以下本節では平均事故率という）

を使って分析を行った。 

また、交差点形状、事故形態および前後期について事故率の大小による順位だけを問題にして、

スピアマンの順位相関係数を次式から求め、その検定を行って有意の相関があるかどうかを判定

した。 

本節の表に使用した記号は、*が有意水準５%で有意の相関があること、**が有意水準１%で有

意の相関があることをそれぞれ示している。 

 
ただし  γ ：順位相関係数 

dί :個々の順位の差の自乗 

N ：比較する対の数 
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（１）交差点形状による前後期の比較 

各交差点形状別の平均事故率を、全事故及び事故形態別に、前期、後期それぞれについて示

すと、図６－３から図６－６のようになる。 

平均事故率の交差点形状間の大小関係について、前期と後期との順位相関は、単独事故を除

いていづれも有意であり、前期で大きい平均事故率の交差点形状は、後期でも大きい平均事故

率（ただし相対的な大小であって、絶対値はいづれも後期に減少している。）の群に属するこ

とがわかる。（表６－１参照） 

単独事故が例外なのは、その平均事故率が小さいことと、交差点における単独事故の性格と

からうなづけることでもある。 

表６－１ 交差点形状による平均事故率の大小関係の前期と後期の相関性 

 
 
（２）交差点形状による形態の比較 

車相互平均事故率と他の形態の平均事故率を比較するために、順位相関を求めた結果は、図

６－７および表６－２に示すとおりである。 

この図および表によれば、人対車の平均事故率の高い交差点形状と、車相互の平均事故率の

高い交差点形状の間には、前後期とも有意水準５%で有意の相関がある。 

すなわち、人対車の平均事故率が高い交差点形状は、車相互の平均事故率もまた高い群に属

しているということができるわけである。 

このことは、交差点における道路交通環境を整備することは、人対車事故と車相互事故を同

時に減少させる効果を持っていることを示唆している。 

これに対し、車単独事故と車相互事故の関係は、前期に有意な相関がみられるのに後期では

相関がみられない。これは、交差点における車単独事故は極めてまれにしか発生しておらず、

従って、交差点において車単独事故を減少させる対策を見出すことが難かしいことを示してい

るといえよう。 
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表６－２ 交差点形状による平均事故率の大小関係の事故形態間の相関性 

 
 

（３）車相互事故の形態別順位比較 

車相互事故の平均事故率を、個々の交差点形状毎に示すと、図６－８および図６－９のよう

になる。 

同図では、通常の十字形交差点形状を標準として、その形態別平均事故率を大きい方から順

に並べて示し、他の交差点形状のものについても、同じ形態順にその値を示している。 

なお、十字形交差点以外の交差点形状の並べ方は、車相互平均事故率の高い力から順に上か

ら下へ並べてある。 

 

十字形交差点での形態毎の平均事故率は、前期

では追突、右折時側面、出合頭、接触その他、左

折時側面、正面の順に低くなり、後期では前期に

比較して左折時側面の力が接触その他より高くな

っている。 

これら十字形交差点での形態別順位を基準と

して、他の交差点形状でのそれらの順位と比較し

て、順位相関を求めた結果は、表６－３に示すと

おりである。 

前期では形と形の２交差点形状、後期では

形と形の２交差点形状のそれぞれをのぞく、

どの交差点形状でも十字形交差点での形態別構成

と相似していることがわかる。 

 

 

（４）車相互事故の交差点形状による形態の比較 

図６－８（前期）および図６－９（後期）は交差点形状別の形態別の平均事故率を示したも 
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表６－３ 十字交差点での車相互の 

形態別事故率の順位と他の交差 

点形状でのそれとの相関性 
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表６－４ 交差点形状による平均事故率の大小関係の車相互形態間の相関性 

 
 

 

表６－５ 車相互の形態毎の事故率の交差点形状間順位についての 

前期と後期の相関性 

 
 

 

表６－６ 横断歩道横断中の事故率の     表６－７ 横断歩道横断中事故率の 

交差点形状間順位とそれ以          交差点形状間順位につい 

外の人対車の事故率のそれ          ての前期と後期の相関性 

との相関性 
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のであるが一つの縦列（例えば追突）に着目した場合の平均事故率の順位と他の縦列（例えば

右折時側面）の平均事故率の順位を調べた結果は、表６－４のとおりである。 

車相互全事故の平均事故率の高い交差点形状は、正面衝突以外の他の形態の平均事故率でも

高い群に属していることが知られるが、交差点で発生する事故の性格からみて当然の結果があ

らわれたものと思われる。 

追突事故と他の形態事故との平均事故率の間に有意の相関があるのは、前期が３形態、後期

が１形態で前期に多い傾向がみられるが、これは前後期の違いによる環境整備の違いがあらわ

れたものと思われる。 

右折時側面衝突事故の平均事故率の高い交差点形状では、前後期とも左折時側面衝突事故及

び出合頭事故の平均事故率の高い群に属していることは注目される。 

（５）形態別車相互事故の交差点形状による前後期の比較 

形態別平均事故率の交差点形状間の順位について、前期と後期との相関を調べた結果は、図

６－１０および表６－５のとおりである。 

これによれば、接触その他の形態を除いた他の形態のそれぞれの平均事故率が高い交差点形

状には、前期と後期の違いがないことがわかる。 

ただし、追突については順位相関係数が低いことからもわかるように、この傾向がやや弱い。 

（６）交差点形状による横断歩道横断中の事故と他の人対車事故の比較 

両者の順位相関を調べた結果は、表６－６のとおりである。 

前期、後期とも横断歩道横断中の平均事故率の高い交差点形状は、それ以外の人対車事故の

平均事故率の高い群とは、必らずしも一致しないことがわかる。 

（７）交差点形状による横断歩道横断中の事故の前後期比較 

両者の順位相関は、表６－７でみられるとおり有意であり、前期においてこの平均事故率の

高い交差点形状は、後期においても高い群に属している。 

 

６－３ 自転車が関係した事故 

（１）自転車交通量による事故率 

昭和４５年から５０年までの６年間に発生した交差点別の自転車が関係した事故（以下本節

では自転車事故という）件数と自転車交通量の関係を図６－１１に示す。本図では６年間の自 
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転車事故が５件以下の交差点を除いているが、交差点番号８０の徳島２、交差点番号６０の京

都２の２交差点を除き、いづれも自転車事故は２０件以下で、自転車交通量にはほとんど関係

なく自転車事故が発生していることがわかる。 

（２）自転車事故の前後期比較 

調査対象期間を４５年から４７年までの３ヶ年間を前期、４８年から５０年までの３ヶ年間

を後期として、前期の自転車事故件数に比較して後期の自転車事故件数が顕著に増減した交差

点（自転車事故５件以下の交差点を除く）を、表６－８によってみると次のとおりである。 

事故減少率９０%以上の交差点は、交差点番号１８（秋田２）、同３９（山梨１）、同４（旭

川２）の３交差点、事故減少率８０%台の交差点は、交差点番号８６（高知２）、同２９（群

馬１）、同４９（福井１）、同９３（熊本１）の４交差点であり、逆に後期の自転車事故件数

が前期の２倍以上になった交差点は、交差点番号７７（山口１）、同２７（栃木１）、同１５

（宮城１）の３交差点である。 

ここで自転車事故を前後期に分けたのは、粗い分類ではあるが、自転車に対する事故防止対

策の実施が４７年以降に多い点に着目したためである。 
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図６－１１ 交通量別自転車事故件数 



ア．事故減少率の顕著な交差点の特徴 

事故減少率の顕著な７交差点の共通点をみると、 

〇 駐停車禁止規制 

〇 歩道設置 

〇 自転車歩道通行可規制 

の３種類の対策が実施されているのみであるが、山梨１の交差点にはこのほか４８年に自転車

横断指導線、旭川２の交差点にはこのほか４９年に自転車横断指導線と自転車専用道（１流入

部のみ）が設置されている。 

後期の自転車事故が９０%以上減少した３交差点の前期事故をみると、自転車の信号無視に

よる出合頭事故、同じく自転車の右折違反による右折時側面衝突事故が予想以上に多く、これ

に次いで乗用車の右折違反による右折時側面衝突、貨物車の左折違反による左折時側面衝突、

接触事故が大半を占めている。これに対し後期の事故は貨物車の左折違反による左折時側面衝

突事故が各交差点それぞれ１件づつ発生しているのみである。 

このことから、自転車事故防止対策は、自転車歩道通行可とか自転車横断指導線を実施また

は設置するだけではなく、信号現示の改良、右左折導流標示の完備ならびに自転車が歩道から

車道へ出入する場所の処理力法をあわせて適切に運用することによって効果が期待できると思

われる。写真６－１は山梨１の歩車道境界を示したもので、効果のあがった１例である。 

 
 
 
 
 
 

写真 ６－１ 
自転車が歩道から車道へ出入す 

る場所の処理方法例 
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表６－８ 交差点別事故減少率と自転車関連対策（６年間６件以上の交差点） 
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イ．事故増加の顕著な交差点の特徴 

自転車事故が後期に著しく増加した３交差点の共通点をみると、 

〇駐停車禁止規制   〇歩道設置   〇横断歩道橋ないし地下横断歩道設置 

の３種類の対策が実施されているが、このほかにも自転車事故防止対策として、山口１の交差

点には５０年に自転車横断指導線、栃木１の交差点には４７年に自転車歩道通行可、５０年に

自転車横断指導線、宮城１の交差点には４８年に自転車歩道通行可がそれぞれ実施されている。 

３交差点の後期の自転車事故をみると、栃木１と宮城１の２交差点では、大半の事故が乗用

車の右折違反による右折時側面衝突で、このほかには貨物車の左折違反による左折時側面衝突

であるの忙対し、山口１の交差点では、右折時側面衝突と接触事故がほぼ半分づつを占めてい

る。 

横断歩道橋ないし地下横断歩道は、この３交差点に共通した歩行者のための安全施設である

が、山口１の交差点は交差点内がカーブしており、歩道橋の脚部又は階段が交差点の見通しを

阻害しているため接触事故が多く、栃木１の交差点は、地下横断歩道が交差点中心で何れの流

入部からもクロスしているが、このほか主道路には横断歩道が併設されているといった特殊な

交差点で、交通量は飽和状態に近く右左折車もまた多いという環境から、歩道橋出入口部によ

って左側端の見通しを阻害しているため右折時衝突事故が多く、宮城１の交差点は喰違い交差

点で交差点内が広く、自転車が左側端に十分寄らずに通行することが右折時衝突事故を多くし

ている主要な原因となっている。 

このため、各県とも自転車に対する安全対策を進めているが、まだ効果があらわれていない。 

 

（３）事故形態別の特徴 

表６－９は経年的にみた事故形態の変化であるが、自転車事故の典型といえる右左折時の側

面衝突は全体の５０パーセントに達し、この二つのパターンは昭和４５年来ほぼ一定の割合で

発生している。他方、追突、追越し等の接触出合頭の衝突は前期（昭４５～４７）にくらべ後

期（昭４８～５０）は極端な低下をみている。表６－９の右左折時の衝突事故の比率は年々増

加し、昭和４５年の４１%から昭和５０年の６０%に達していることが判る。したがって、安全

施設の増設、交通規制をかけた効果は少なくとも自転車事故についていえば、たとえば、信号

の現示であるとか、停止線、指導線等のマーキングらによって自転車に無謀な行動を抑止する

ことには効果を持ったといえる。しかしながら、交差点の中において進路を変更せざるを得な

い現状（自転車の側での違反行為も含めて）では右左折時の自転車事故を減少させる何らかの

手段を講ぜざるを得ないといえる。 

 

 

－７６－ 



表６－９ 年別、形態別類型別、自転車事故件数 

 
 
（４）安全施設の効果 

表６－１０は調査対象１０２交差点における安全施設と事故の発生状況を経年的にみたもの

である。これを他の対象の多くが後期（昭４８～５０年）になされていることを勘案し、前期

（昭４５～４７年）と比較した。 

 

 

表６－１０ 年別、道路区分別、歩道別、自転車歩道通行可別、自転車事故件数 
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ア．歩道の有無 

歩道の有無が自転車事故の増減と関係するかを前後期別にみると、前期には自転車事故が４

５６件の発生に対し、歩道なし交差点での事故が２６０件（５７%）、後期には同じく３０７

件に対し１７９件（５８%）で全く差は認められない。 

４５年以前での歩道の設置率は７１%にも達しており、残りの交差点においてはその約半数

が前期に、残り半数が後期に設置されており、単に歩道の設置だけから自転車事故が減少する

とは断言出来ない。 

イ．自転車歩道通行可の有無 

自転車歩道通行可の有無による自転車事故の発生を前後期別に比較すると、通行可での事故

は、前期には全体で１９６件の発生に対し４４件（２２.４%）、後期には同じく１２８件に対

し３４件（２６.６%）とほとんど差がない。 

しかし、歩道通行可の規制は、前期において３０交差点（４５年以前の２交差点を含む）に

対して、後期において３９交差点と増えているにもかかわらず、事故件数が減少していること

は、その効果を裏付けているものといえよう。 

しかも、表６－１０において、歩道なしおよび歩道通行不可の交差点における自転車事故が、

前期に９０.４%、徒期に８２.７%をそれぞれ占めており、自転車が自動車と同様に車道を通行

することは事故の危険性が大きいことを示している。 

 

６－４ 歩行者が関係した事故 

（１）信号現示と歩行者事故 

交差点横断歩道横断中の歩行者事故は、対象の１０２交差点で昭和４５年から５０年の６年

間に７３９件発生している。これを信号現示別に分けて経年変化を見ると表６－１１のように

なる。 

また、信号現示ごとに事故の発生率が異なるかどうかを見るために、各現示ごとに昭和４８

～５０年の３ヶ年における交差点横断歩道横断中の事故件数の和を、自動車交通量（交差点へ

の流入交通量）と、歩行者交通量（横断歩行者数：横断歩道橋や横断地下道などの立体的横断

施設の交通を除く）の積で割った値で比較したところ表６－１２のような結果を得た。 

これによると、無信号交差点とスクランブル交差点でとくに大きな値が見られるが、これら 
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表６－１１ 信号現示別、交差点横断歩道横断中事故発生件数の推移 

 
 

表６－１２ 信号現示別歩行者事故率 

 
 

 

はいずれもごく少数の例（３交差点と１交差点）であり、一般的な結論とすることはできない。

しかし他のタイプ（２現示から４現示）については交差点数は１１ないし２９あり、比較する

ことができる。最も事故率の高いのは時差式３現示、次に時差式４現示が続く。単純な２現示

の方式では事故率の順位はこの次に来る。右折現示付の方式は事故率の順位は低く、三現示四 
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現示がそれぞれ４位、５位となっている。 

とくにこの種の事故の多い交差点（形態別事故件数の構成率が平均値を２σ以上上回ってい

る５交差点）のうち４交差点（函館１、北見１、沖縄２、島根２）までが時差式の３現示であ

り、このタイプの交差点の総数１３のうち３１パーセントを占めている。また、残りの１交差

点は４９年後半に時差式からスクランブル式に変更した唯一の交差点（富山２）で、ここの特

異性を示している。 

（２）防護柵、歩行者横断禁止と歩行者事故 

この種の事故は対象の１０２交差点で昭和４５年から５０年までに１８０件発生している。

それを年別に主道路に対する歩行者横断禁止の有無別、防護柵有無別に分けて内訳を見ると、

表６－１３のようになる。これによると事故件数は経年的に減少の傾向が見られ、また歩行者

横断禁止のないところのほうが、その規制のあるところに比較して事故件数が多い。しかし防

護柵のあるところでは防護柵がないところに比較して事故件数が多いことを見ると、交通量で

除して基準化した値によって比較しない限り、横断禁止の交通規制や防護柵設置の効果を検討

することはできないと言える。 

 

表６－１３ 年別、歩行者横断禁止別、防護柵有無別交差点横断歩道外横断 

中事故件数 
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そこで各年次ごとに、横断禁止の交通規制の有無と防護柵の有無の組合せの種別（４種類）

について、該当する交差点の自動車交通量、歩行者交通量の和を算出し、その積で、同じく当

該交差点の対象事故件数の和を除した、一種の事故率（Ｄ）を算出した。その結果は表６－１

４においてＤの値として示されている。 

平均値で見る限り、防護柵がなく、横断禁止のみがある交差点の事故率が最も高く(D＝７.

９１)ついで横断禁止がなく、防護柵のみがある交差点がつづき（D＝３.４８）、横断禁止、防

護柵がともにない交差点はその次に位置している（D＝２.８６）。横断禁止、防護柵がともに

ある交差点の事故率は当然ながら最も低くなっている（D＝１.４３）。 

ここで１交差点当りの自動車交通量と歩行者交通量の積を各年次ごとに求め、６年間の平均

値を比較すると、横断禁止、防護柵のともにない交差点はその値が５.７３×１０
9
で最も小さ

く、次いで横断禁示のみがあり、防護柵のない交差点の値が、７.７３×１０
9
で少さく、この

値は横断禁止、防護柵が共にない交差点よりも３５パーセント多いだけである。したがってこ

の種の交差点では交通量としてはさほど多くないために防護柵を設置しなかったものと思われ

る。実際、防護柵の設置されている交差点での交通量はいずれも多い。しかし、横断禁止のみ

があって防護柵のない交差点での事故率の高さを見ると、これらの交差点にも防護柵の設置が

望ましい。 

しかし、交差点横断歩道外横断中の事故がとくに多い３交差点（この種の事故の構成率が平

均値よりも標準偏差の２倍以上上回っている交差点）についてみると、２交差点（岐阜２、福

岡２）では、横断禁止と防護柵はともにあり、また他の１交差点（釧路１）では防護柵のみが

ある。これらの交差点では歩行者交通量もさほど多くないので、他の何らかの要因でこの種の

事故が多発しているものと考えられる。 

岐阜１の交差点は、主道路をはさんで両側に歓楽街を形成する飲食店が多く、近くに横断地

下道があるにもかかわらず、昼間でも横断禁止の道路を横断する歩行者が多いので、夜間には

酔客が多数横断禁止規制を無視して横断するものと推定され、これが事故を多発させていると

思われる。また、福岡２の交差点には、主道路に路面電車が走行し、乗降客のための安全地帯

があるが、安全地帯のため車道幅員が交差点手前だけ狭いこともあってこの安全地帯と歩道と

を短絡する横断歩行者が多く、これが事故を多発させていると思われる。釧路１の交差点は歩

行者横断禁止の規制がかけられているが、この規制を無視してバス停とスーパーマーケットを 
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表６－１４ 年別、交差点横断歩道外横断中事故率比較 
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直結する線上を横断する歩行者がかなり多く、これが事故を多発させていると思われる。 

 

６－５ 交差点付近の地域環境と事故 

１０２交差点を駅前、官庁街、事務所地域、商業地域、歓楽街、工場地域、住宅地域、その他

地域の８種類に分類すると、全事故の地域別、形態別の事故発生状況は表６－１５に示すとおり

である。 

全事故９,８５９件の地域別事故件数と、その構成率は駅前７７８件（７.９%）、官庁街５６２

件（５.７%）、事務所地域２,４５７件（２４.９%）、商業地域４,３２７件（４３.９%）、歓楽

街９０件（０.９%）、工場地域３３２件（３.４%）、住宅地域７４０件（７.５%）、その他地域

５７３件（５.８%）で、商業地域、事務所地域での事故件数が多い。 

（１）地域別、形態別の事故件数 

ア．形態別大分類による１交差点当り事故件数 

形態別大分類の地域別事故件数が地域によって、どのように異なるかを調べるために表６－

１５の大分類の事故件数を交差点数で除して、それぞれの地域の１交差点当りの事故件数を求

めて比較してみると、全事故の１交差点当りの事故件数は９６.７件であるが、これより高い値

を示す地域は工場地域（１１０.７件）、事務所地域（１０６.８件）、商業地域（９８.３件）

の３地域である。また、低い値を示すのはその他地域（８１.９件）である。 

人対車事故の１交差点当りの事故件数は１０.５件で、これより高い値を示す地域は歓楽街

（２５件）、商業地域（１２.８件）の２地域である。また、最も低い値を示すのはその他地.

域（２.１件）である。 

車相互事故の１交差点当りの事故件数は８３.６件で、これより高い値を示すのは工場地域

（１００.７件）、事務所地域（９４.１件）の２地域である。また、低い値を示す地域は歓楽街

（６５件）のみである。 

車単独事故の１交差点当りの事故件数は２.５件で１これより高い値を示す地域は事務所地

域（３.２件）、商業地域（２.８件）、工場地域（２.７件）の３地域である。また、低い値を

示す地域は官庁街（１.３件）のみである。 

イ．事務所地域と商業地域の比較 

調査対象交差点数の多い事務所地域と商業地域の１交差点当り事故件数を、形態別に比較 
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すると、人対車事故では商業地域の交差点横断歩道横断中の事故が事務所地域の１.６倍発生し

ており、その他の形態には余り差が認められない。 

両地域の１交差点当り自動車交通量は、事務所地域が商業地域の１.４倍、同じく歩行者交通

量は１.１倍といづれも事務所地域が商業地域より多いにもかかわらず事故が少い結果となっ

ていることは、今後検討を要する問題である。 

車相互事故では全般的に事務所地域の事故件数が多いが、特に出合頭（１.６倍）、接触（１.

４倍）、左折時側面衝突（１.３倍）の各形態は事務所地域が多い。全般的に事務所地域が多い

原因としては交通量が多いためと思料される。なお、車単独事故は各形態とも両地域の差はほ

とんど認められない。 

ウ．駅前と住宅地域の比較 

両地域の１交差点当りの事故件数を形態別に比較すると、追突事故を除いて全般的に駅前の

事故件数が多い。住宅地域の事故が多い唯一の形態である追突事故は住宅地域が駅前の１.３倍

となっている。ここにいう住宅地域は、狭い道路相互が交差して見透しが悪いという一般概念

で考えられる住宅地域内の交差点ではなく、おおむね幹線道路が住宅地域を貫通しており、こ

れに通常の住宅地域の概念にあてはまるような道路が交差しているという環境の住宅地域が多

く、交通量で比較しても駅前とあまり遜色がないようである。 

したがって、追突事故だけが住宅地域に多い理由は別に見当らない。 

駅前が住宅地域より多い形態の事故としては接触（２.９倍）、正面衝突（２.３倍）、左折時側

面衝突（１.８倍）、右折時側面衝突（１.４倍）、交差点横断歩道横断中（１.４倍）と各形態

があり、いづれもかなり駅前が高い。駅前では人車ともに交通の流れが複雑であり、横断歩行

者、右左折車が多いことなどからみても、住宅地域に対して、これら各種形態の事故が多いと

考えられる。 

（２）地域別自動車交通量別事故件数 

１０２交差点の地域別、自動車交通量ランク別交差点数、事故件数を表６－１６に示す。 

同表によれば、地域別の交通量ランク別分布状況は、事務所地域が比較的交通量の多い交差

点が多く、逆に商業地域およびその他地域に属する交差点では比較的交通量が少い交差点が多

い。このため、地域別の１交差点当り平均１２時間交通量は、同表右列に示すように、事務所

地域（５４.８千台）を筆頭に、工場地域、官庁街、歓楽街、駅前、住宅地域と続き、商業地域、 
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表６－１６ 地域別、自動車交通量別事故件数 

 
 

 

その他地域などは少いという結果を示している。 

地域別１交差点当り平均事故件数については、表６－１５で述べているので交通量ランク別

１交差点当りの事故件数をみると、交通量Aの交差点では５１.６件、同じくB７２.９件、C１

０１.２件、D１１３.０件、E１７２.８件というように交通量が多くなるにつれて事故件数が多

くなる傾向を示し、地域別でも同様な傾向がみられる。 

各交通量ランク別平均事故件数を上回る地域は、Aランクの交差点で駅前、官庁街、その他

地域、住宅地域の４地域、Bランクの交差点でその他、事務所地域、商業地域の３地域、Cラン

クの交差点で商業地域、Dランクの交差点で商業地域、工場地域の２地域、Eランクの交差点で

商業地域、その他地域の２地域である。 

地域と交通量をクロスさせた同表では、商業地域および事務所地域の比較的交通量の多い欄

を除いて、各欄ともおおむね交差点数は１～３交差点程度であり、この少い交差点数でどの地

域のどの交通量の交差点は事故が多いとか少いとか評価することは差控えるが、１交差点当り

の平均事故件数が最も多いのは、商業地域で６万台以上の交通量の交差点である。 
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６－６ 速度規制の変更と事故 

速度規制を実施するに際して、規制速度を毎時何kmにするかについては、各都道府県の交通規

制担当者が諸般の事情を勘案して慎重に審議し決定する重要な事項である。 

道路にあった最適規制速度を算出する方法として８５%タイルの速度を採用するべきであると

いう説もあるが、わが国の実情は、都市総合交通規制の一環として、地域内の規制速度を斉一に

する方向に進んでおり、調査対象交差点に流入する速度規制の変更でも、このことがうかがわれ

る。 

速度規制は本来、路線を対象に実施されるものであるが、信号交差点では規制速度によって、

流入部でのジレンマゾーン（交差点を通過するか停止線で停止するかの判断に迷う距離）の長さ

および制動停止距離に差ができ、これが追突事故、右折時側面衝突事故、交差点横断歩道横断中

の歩行者との事故に大きく影響するところから交差点の交通事故に関係が深い交通規制の一つと

して選定した。 

調査対象期間中に、対象交差点に流入するいづれかの道路に速度規制の変更がなかったのは表

４－１０に示したように３６交差点であるが、これを流入部別でみると、４１１流入部のうち速

度規制の変更がなかったのは約半数の２０８流入部であり、その推移は表４－１１のとおりであ

る。 

速度規制の変更を詳細に調査すると、この期間中に２回速度規制の変更を実庫した流入部を持

つ交差点は５交差点の従道路（８流入部）で、そのうち６流入部では規制速度が ６０ｋｍ/ｈ→

５０ｋｍ/ｈ→４０ｋｍ/ｈという変更、残りの２流入部では６０（５０）ｋｍ/ｈ→４０ｋｍ/ｈ→

３０ｋｍ/ｈというように、いづれも規制速度は２回ともダウンしている。 

これとは逆にこの期間中に規制速度をアップしたのは、４交差点の主道路（７流入部）で、７

流入部とも４０ｋｍ/ｈ→５０ｋｍ/ｈとしたものである。 

調査期間中に速度規制の変更を実施した６７交差点のうち、上記９交差点を除いた５８交差点

（１８８流入部）では、すべて規制運度を１０ｋｍ/ｈから３０ｋｍ/ｈダウンしている。 

なお５０年現在、速度規制３０ｋｍ/ｈ以下の流入部を持つ交差点は１５交差点（主道路４流入

部、従道路２４流入部）のみであり、都市総合交通規制の推進によって、表６－１７に示すとお

り４０ｋｍ/ｈ規制の道路が著しく増大していることを示唆している。 

このなかに主道路に３０ｋｍ/ｈ規制が実施されているのが２交差点（４流入部）あるが、いづ 
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れも愛知の交差点で、同県で実施されている速度の段階規制によるものであり、２０ｋｍ/ｈ規制

は和歌山の１交差点（２流入部）のみであった。 

また、愛知の２交差点を除けば、３０ｋｍ/ｈ以下の規制が実施されている道路は、いづれも従

道路で、かつ、主道路の交通量に比較して交通量が４０%未満（大部分が２０%未満）という道路

であった。 

 

次に速度規制と事故との関連

について述べるが、調査期間中

に速度規制の変更が行われた交

差点については第７章で述べる

ので、ここでは調査期間中に主

道路の速度規制変更が行われな

かった５１交差点について、４

５年の事故件数に対する５０年

の事故件数比率を比較したとこ

ろ、規制なし（６０ｋｍ/ｈ規制）

交差点（３交差点）８１.１%、

５０ｋｍ/ｈ規制交差点（１１交 

差点）５３.８%、４０ｋｍ/ｈ規制交差点（３７交差点）４５.０%という結果が得られた。 

速度規制の実施は、規制速度が遵守されてはじめて事故防止効果を発揮できるものであるから、

交通違反取締りなど他の交通安全対策の実施状況と密接な関係があり、４０ｋｍ/ｈ規制交差点の

事故減少効果をこの結果からのみ判断するのは適切でないかも知れないが、速度未規制道路より

４０ｋｍ/ｈ規制道路の力が、他の安全対策を実施する際の事故減少効果は大きいということはこ

の結果から云えそうである。 

 

６－７ 指定方向外進行禁止規制と事故 

この規制は、交通量が飽和点に達した道路の交通の流れを円滑にしたり、一方通行路の出ロへ

の進行を防止するのを主目的として実施されるものであるが、その結果として右左折車両が関係

した事故の減少が期待できる。 
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表６－１７ 流入方向速度規制の変更状況 

 



規制の内容は、全車種に適用されるものと一部車種に適用されるもの、日や時間を限って適用

されるものなどがあって複雑なものが多いが、全車種、全日時に適用されるものを除いてはすべ

て補助標識によって規制の内容が運転者に伝達されるしくみになっている。このうち特定の日時

にこの規制が実施される交差点で、可変式内部照明標識を設置して、規制の内容を明確にしたと

ころも増加しつつある。 

スクールゾーン、歩行者天国の設定など、一方では車両を締め出す道路が増加し、これにとも

なって指定方向外進行禁止規制が実施される交差点が増加する反面、警視庁が最近実施した幹線

道路右折禁止の解除によって、裏通りの交通渋滞を緩和する動きもみられる。 

（１）全車種に対する指定方向外進行禁止 

１０２交差点のうち、この規制がかけられた流入部を持つ交差点は２４交差点（５２流入部） 

である。このうち５交差点は従道路の一方通行実施に伴う規制の実施であり、２交差点は大型

車のみ指定方向進行禁止の規制が実施された流入部を併せて持つ交差点である。 

流入部ごとの規制の内容をみると、５２交差点のうち２９交差点（５５.８%）は右折のみ進

行禁止、７交差点は直進のみ禁止、６交差点は直進および右折禁止、６交差点は左折のみ禁止、

４交差点は右左折禁止となっており、全体としては右折禁止の規制が大半を占めている。４５

年以降の規制実施状況をみると、５０年まで毎年２ないし４交差点に規制が実施されているが、

これらの交差点において右折時側面衝突事故はどうなっているかをみると、４５年以降実施さ

れた１８交差点のうち、９交差点において右折時側面衝突事故が減少を示しており、この規制

が、交通の円滑を図ると同時に併せて右折時側面衝突事故を減少させる効果のあることを示し

ている。（２４交差点のうち、全流入部の右折禁止が実施された交差点はない。） 

（２）大型車に対する指定方向外進行禁止 

大型貨物車、大型特殊車のみに対してこの規制が実施された流入部を持つ交差点は１３交差

点（２６流入部）である。このうち従道路の一方通行実施に伴う規制を実施したのは１交差点

のみである。 

規制の内容をみると、特定地域への大型車乗入れ禁止を目的とした規制が多く（１４流入部）

このほかでは大型車が右左折することによる交通渋滞を緩和する目的の右折又は左折禁止の規

制があるが、右左折時側面衝突事故との関連は、あまり明確ではない。 
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６－８ 進行方向別通行区分の指定と事故 

この通行区分の指定は、あらかじめ交差点の手前で、交差点に流入する車両を進行方向別に区

分するために設定する規制で、車両通行帯の設けられた交差点流入部に写真６－２のように道路

標識又は道路標示で示される。この規制の実施によって、交差点直前および交差点内で車線変更

をする車両が少くなることから、交差点流入部での追突事故ならびに接触事故の減少が期待され

る。 

 

この規制の実施状況をみると、４５

年にはわずか６交差点であったものが

年々増加して、５０年には全交差点の６

０.８%にあたる６２交差点に達してい

る。進行方向別通行区分の指定有無別交

差点数、自動車交通量、追突および接触

事故件数ならびに事故率の推移は表６

－１８のとおりであるが、道路によって

指定の有無が異なる交差点もあるので、

ここでは主道路に指定のある交差点を

指定ありとした。 

 

 

 

表６－１８ 進行方向別通行区分有無別、追突事故、接触事故 
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写真６－２ 
進行方向別通行区分が実施され 

ている交差点 



（１）指定と追突事故 

進行方向別通行区分の指定がある交差点と指定がない交差点を比較すると、指定あり交差点

は毎年増加し、これにともなって交通量及び追突事故件数は増加している。 

本章第１節で調査対象交差点においても交通量と事故件数の間には、かなり高い相関がある

ことを述べているが、これにもとずいて、指定あり交差点と指定なし交差点に分けて、追突事

故の事故率を算出したところ表６－１８のような結果が得られた。４５年から５０年まで６年

間の計では、追突事故率は、指定あり交差点では１.０６×１０
4−
、すなわち、交通量１万台で

約１件の追突事故が発生しているのに対し、指定なし交差点では２.１２×１０
4−
（交通量１万

台で約２.１件）となっており、この規制が追突事故を半減する効果を持っていることがわかる。

勿論、事故半減の効果は進行方向別通行区分の指定だけでもたらされたものではなく、車両通

行帯ならびに後述する右折導流標示、信号現示の改良等の効果が重複して達成されたものでは

あるが、今後の問題として車両通行帯１車線当りの幅員、通行区分指定区間の長さ、道路中心

線の変移とのからみ合い、多車線流入部の指定方向別車線数と交通量の関係等について最適値

が得られるような配慮、ならびに交差点手前のすべり止め舗装などの改善が望まれる。 

（２）指定と接触事故 

接触事故件数は６年間計でも指定あり交差点で４６件、指定なし交差点で１６１件の発生に

過ぎない。したがって事故率も指定あり交差点が交通量１０万台で０.４件、指定なし交差点が

同じく１０万台で１件と非常に稀れに発生するのみである。 

年別の事故率をみると、指定あり交差点では６年間ほぼ変動がないのに対し、指定なし交差

点では４８年以降大幅に減少している。このような結果がでた理由として、この規制を実施す

るに至らない狭い幅員の道路において、他の事故防止対策が講じられたためではないかと思わ

れる。 

 

６－９ 右折導流標示と事故 

この標示は、交差点の中心部を標示する菱形のゼブラ模様の標示と、右折方法を指定する矢印

標示、交差点手前の停止線位置から交差点中心まで誘導する点線又は実線標示、交差点中心部で

待機する際の停此線標示を総称したものである。 

写真６－３のような交差点中心のゼブラ標示と右折力法を指定する矢印標示を組合わせた右折 
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導流標示は、調査対象交差点で最も多く採用されていた標示であるが、写真６－４のように、こ

れに交差点手前から誘導する線標示を組合わせた交差点もある。この２枚の写真でも明らかなよ

うに、右折導流標示のある交差点では、標示のない交差点に比較して右折車の流れが整然とする 

ため、交差点内での事故が大幅に減少することが期待できる。 

この標示の実施状況をみると４５年

にはわずか１０交差点であったものが、

年毎に増加して５０年には５９交差点で

実施されるまでに至っている。この標示

は進行方向別通行区分と併設されている

交差点が多いが、１０２交差点のなかで

１６交差点が右折導流標示があるが進行

方向別通行区分の指定がなく、逆に進行

方向別通行区分の指定があるが右折導流

標示のない交差点が１９交差点、標示と

指定の両者がある交差点が４３交差点あ

る。 

右折導流標示の有無別右折時側面衝

突事故件数を表６－１９に示す。 

この表の自動車交通量は、右折車のみ

の交通量を積算したものであるが、４５

年から５０年までの６年間の計では、右

折時側面衝突事故率は、標示なし交差点

では５.２８×１０
4−
（交差点における 

右折車１万台に約５.３件）、標示あり交差点では３.２２×１０
4−
（右折車１万台に約３.２件）

となっており、年別の推移では５０年のみがこの関係が逆転しているが、他の年では標示あり交

差点がいづれも事故率が低い結果を示している。このような結果は、他の事故防止対策との総合

効果があらわれたものと見做すことができる。 
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写真６－３ 右折方法が実施されている交差点 
 

写真６－４ 右折方法と右折導流標示が実施 

されている交差点 



表６－１９ 右折導流標示有無別右折時側面衝突事故 

 
６－１０ 信号機と事故 

信号機は通行権を順次確実に時間で割りふる装置で、交差点などでの人や車の事故防止と流れ

を円滑にし、混乱の回避に役立つ施設である。 

信号機の新設により、出合頭衝突事故や人対車事故の減少、右折現示の設定により、右折時側

面衝突事故や人対車事故の減少、車両用灯器の増設（両面灯器など）により、出合頭衝突事故や

追突事故の減少、信号制御交差点の路線系統化により、追突事故の減少が期待できるなど、信号

機の適切な運用は事故防止に効果があることが知られている。しかし、信号機の設置にあたって

は、交通規制やその他の交通安全施設などの事故防止対策も併せて設置されるために、信号機の

直接的な効果は明確なものではないが、事故防止対策の相乗効果が期待できるものである。 

調査対象交差点における信号機の設置状況は４４年以前に９２交差点、４５年以降に７交差点

で、５０年末までに９９交差点に信号機があり、残りの３交差点には信号機は設置されていない。

また、調査対象の４５年から５０年までの間に、信号現示の改良をしたり、系統化や面制御に組

込まれた交差点などもある。 

ここでは、信号現示に関連があると思われる出合頭衝突事故、中央制御装置に関連があると思 
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われる追突事故を対応させて、その関係の検討を行なった。 

（１）信号現示と出合頭衝突事故 

調査対象交差点の信号現示別の交差点数、出合頭衝突事故件数、交差点交通量、事故率（事

故件数／交差点交通量）は表６－２０に示すとおりである。 

 

表６－２０ 信号現示別出合頭衝突事故 

 
 

信号現示別の事故の発生率が異なるかどうかを同表の事故率でみると、信号機のない交差点

での事故率が最も高く、以下２現示交差点、４現示（時差）交差点、３現示（時差）交差点と

順次事故率は低くなっており、最も低い値を示すのは、３現示（右折）交差点であり（３現示

スクランブル交差点は１交差点のみなので対象からはずした。）、右折現示の効果が認められ

る。 

この右折現示が実施されている交差点で、右折導流標示が実施されている交差点は、３現示

（右折）の２５交差点のうち１５交差点（６０%）、４現示（右折）の２０交差点のうち１７

交差点（８５%）であり、右折現示と右折導流標示の相乗効果と考えられる。 

このことから、適切な現示の分割と導流標示などの実施は事故防止の効果をあげることがで

きるといえよう。 

（２）中央制御装置と追突事故 

調査対象交差点の中央制御装置別の交差点数、追突事故件数、交差点交通量、事故率（事故

件数／交差点交通量）は表６－２１に示すとおりである。 
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中央制御装置別の事故の発生率が異なるかどうかを同表の事故率でみると、中央制御装置の

ない交差点の事故率が最も高い値を示し、単純系統・多段系統で制御されている交差点では最

も低い値を示し、自動感応系統・面制御されている交差点では中間的な値を示している。 

 

表６－２１ 中央制御装置別追突事故 

 
 

このように、単純系統・多段系統の交差点で追突事故の事故率が低い値を示すことは、信号

制御交差点の路線系統化による追突事故の減少が期待できると考えられる。さらに、路線系統

化は、主道路の車の停止することを少なくし、能率的な流れとすることができるし、速度の制

御もできるので、より安全な交通状況にできる。これに併せて信号灯器の増設（両面灯器など）

を行えば、信号灯器の視認性を高める効果が期待できるので、出合頭衝突事故および追突事故

の防止に高い効果があげられると思われる。 
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７．交通事故対策の効果分析（事前事後解析） 
本章では、種々の交通事故対策の効果の分析及び効果の相対評価の問題を取上げる。 

今回の研究で得られたデータは、各都道府県（方面）毎に４５年当時の交通事故多発交差点２

交差点づつ合計１０２交差点に関するものであり、交差点としては特定のもの（無作為標本でな

い）であり、データ数としては多次元的統計解析を行うには不十分である。 

したがって分析方法としては、要因とその実施効果を直接反映する事前・事後解析によるのが

適当であると考えられる。すなわち多次元的解析よりも要因個々に対する解析を考えることにし

た。 

事前と事後の比較は、いわば条件をかえて実験を行なった結果の解析であり、要因の多様性を

犠性にする代りに、個牙腰因については、よりシャープな結果が期待できるという利点もある。 

ここで交通事故を減少させる要因として取上げたものを述べれば次のとおりである。ただしこ

のうちには、関連するデータ不足のため解析から外さなくてはならなかったものもある。 

（ア）交通安全施設関係      （イ）交通規制関係 

歩  道             速度規制 

防護柵              駐（停）車禁止 

緩速車道             はみ出し禁止 

中央分離帯            大型車通行止め 

道路拡幅             指定方向外進行禁止 

中央線変移            進行方向別通行区分 

右折導流標示           進路変更禁止 

左折導流標示           転回禁止 

横断歩道             右左折の方法 

横断歩道橋            常時左折可 

横断地下道            一方通行 

自転車横断指導線         一時停止 

バスベイ             徐  行 

道路照明             バス優先（専用）車線 

内照式標識            自転車専用車線 
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施設撤去              自転車歩道通行可 

バイパス開通等の影響        歩行者横断禁止 

これらの要因（交通安全施設又は交通規制）はそれを設置又は実施するとき、関連した形態の

事故を減少させ得ることが期待できるが、この場合各要因にどの形態の事故が関連するかを洗い

だして、表７－１及び表７－２に示した。表においては、関連する事故形態を●又は〇で示して

おり、●は特に関係の深いものをあらわしている。 

今回の解析データの作成に当って、ある要因に関連した事故件数という場合には、この要因の

設置又は実施のあった交差点で、しかもこの要因に関連する形態の事故をあつめてその件数を集

計したものを意味する。 

さらに、集計を「事前」と「事後」に対して別々に行った。この意味は次の通りである。 

事前とは、要因の設置又は実施のあった交差点で実施年の前の年を、事後とは、実施年の次の

年を意味する。すなわち対象交差点について、関連する事故件数を、対策実施年の前年及び次年

の夫々について集計することにより.この交差点の事前及び事後の事故件数が得られる。 

要因の種類ごとに、該当する対象交差点を知るには表４－１０を見ればよい。各要因毎に該当

する対象交差点群が生ずることになる。解析データとして、実際にそれら交差点の事前の事故件

数（副と事後の事故件数（y）の集計がなされた。以下第７章第１節においてこれら事前・事後の

事故件数データの回帰分析を述べる。 

 

７－１ 対策効果の回帰分析 

事前・事後の事故件数の集計を行った結果、要因によっては該当する対象交差点の数が非常に

少ないもの、あるいはそうでなくても関連した形態の事故件数が非常に少ないものを生じた。も

ともとこの分析では、要因によりあるいは形態により事故を細分してゆくことになるので、最終

的に残る事故件数が少なくなり勝ちである。 

件数が余り少なくなった場合には、分析結果の信頼性は低くなるので残念ながら意図した分析

は放棄せざるを得ない。最初取上げた全部で３４種類の要因中、データの少ない要因は分析対象

からはずし、結局１６要因が取上げられた。表７－３及び表７－４の最後及び最初の欄の数字は

夫々、各要因毎の対象交差点数と、これら交差点の事前事故件数の合計数（総件数）を示してい 
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表７－１ 交通安全施設と事故形態の関係 
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表７－２ 交通規制と事故形態の関係 
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表７－３ 交通安全施設に関する結果 
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表７－４ 交通規制に関する結果 
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る。ここで事前事故総件数が２５件未満であるか、又は対象交差点数が１０未満である要因につ

いては本節の分析を行わないこととし、その結果そうでない１６要因を取上げることとしたので

ある。これら１６要因は、表７－３及び表７－４において、表の左欄外に〇印がついているもの

である。 

今要因を決めたとき、この要因の対象交差点の事前の事故件数と事後の事故件数を、一般的に

ｘとｙで表わすことにする。データとしては、（ｘ、ｙ）の値が対象交差点の数だけ集計されて

いる。こののとｙの関連を図示すれば、取上げている要因が実施された結果、それ迄の事故の起

り力がどういう変化をしたかという点について、大体の様子が分る。図７－１ａから図７－１６

ａまでの図は、横軸にｘを、縦軸にｙをとって、取上げた１６要因について各対象交差点の（ｘ、

ｙ）を×印でプロットしたものである。 

図中には、横軸と４５度をなす直線y＝ｘ、が破線で引いてあるが、要因（対策）の効果がない

場合には×印はこの直線を中心線としてそのまわりにばらつくと考えられる。一方要因の効果が

ある場合には、×のばらつきの中心線は横軸に対し４５度より小さい角度をなすと考えられる。

従って直線y＝ｘ、よりも下方にプロットされた点が多い程、この要因の効果はあると考えられる。 

要因の効果に直接関係するのはｘ－ｙであるから、今ｘにｘ－ｙを対応させて考えることにす

る。ｘとｘ－yの間の関係の図は図７－１bから図７－１６bまでに掲げてある。これらは夫々図７

－１ａから図７－１６ａに対応して得られる。これ等の図に現われている関係の分析を数量的な

把握のできる方法で行うために、ｘとｘ－ｙの間の回帰分析を行うこととした。分析の結果求め

られた要因ごとの回帰直線（ｘ＝ｙ）＝aｘ＋ｂと相関係数γは、すべて表７－３及び表７－４に

示してあるが、この後に述べる要因別の解析では、前に述べたようにデータの少ない要因は除外

される。 

事故の危険性の水準（この概念は第３章第２節に述べた）について、その削減可能な値は事前

の値の大小に関係する。危険性が事前に高水準である程、対策によりその削減可能な値も大きい

わけである。従って一つの要因を取上げたとき、この要因の効果は、事前の危険性の水準との関

連において考えなくてはならない。ｘと（ｘ－ｙ）の間の回帰直線（ｘ－ｙ）＝ａｘ＋ｂを考え

るのはその点を考慮することに当る。すなわちこの回帰は、取上げている要因（対策）のもとに

おいて、事前の危険性のいろいろの水準に対応する危険水準の減少幅の様子を間接的に表現する

ものである。（危険性の減少幅が事前の水準に比例するモデルを考えている） 
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要因どうしの間の比較をするには、上の回帰において勾配、すなわち回帰係数aを比べればよい。

明らかに、この勾配の急な（ａの大きな）要因程、危険度の水準を減少させる上で効率がよい。

従って要因の効果を表現するには、回帰係数ａを用いればよいことになる。すなわちａ＝０は要

因の効果がない場合に、ａ＝１は最大の効果のある場合に対応し、一般的には効果に応じてａは

０と１の間の値を取る。ａが小さい程効果が小さく、大きい程効果が大きいことになる。 

ただし第３章第２節に述べたように、この場合の相関係数γの値が小さいと結果ゐ信頼性がな

くなるので、γの値をも考慮しながらａの比較をしなくてはならない。以下ここで取上げる１６

要因について個別に述べてゆくことにする。γの値の目安としては、γ＝０.５をとることとした。 

（７）安全施設の効果 

中央分離帯（図７－１ｂ参照） 

回帰係数の値は０.２で他の要因と比べ大分小さい。中央分離帯設置によって、それ迄に比べ

て平均的に言って事故減少は小さい様である。然しこの場合γ＝０.２２と相関係数が大分小さ

いので、はっきり結論することはできない。図７－１ａによれば、事故件数の変動が大き過ぎ

る地点が二三あって全体のばらつきを一層大きくしている。これ等の地点であるいは、交通量

の大きな変化があったのかも知れないが、交通量のこまかいデータはないのでその点を検討す

ることはできない。 

道路拡幅（図７－２ｂ参照） 

中央分離帯の場合と同じようで更に悪い。回帰係数の値、相関係数の値共に大分小さい。こ

の場合も余りはっきりしたことは言えない。道路の拡幅という点からみて、相当交通量の変化

した可能性が考えられる。事故件数の変動が大きいことや、事後の事故総件数が事前のそれに

比べてむしろ増えていること（特定の交差点での事後の事故急増が考えられる）もそのことを

示唆している。 

中央線変移（図７－３ｂ参照） 

相関係数の値が０.７５と高く、回帰は信頼性があると思われる。事故件数の相対変化の特に

大きい地点が一つ（事前の１件から事後の７件へ）あるが、これを除けば傾向が更にはっきり

する。 

回帰係数の値は０.６でかなり大きい。この要因は事故減少に相当効果をもっている（平均的

に言って６０%減）と結論される。 
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右折導流標示（図７－４ｂ参照） 

相関係数の値は０.５７とまあまあであるが、一応回帰の結果を使ってよいであろう。回帰係

数の値は０.４、即ち平均的に言って４０%減の効果を持つと結論される。 

左折導流標示（図７－５ｂ参照） 

データ数がやや少ない（事前事故件数２９）のが少し問題であるが、相関係数はγ＝０.９４

と非常に高く、回帰は信頼性あるものと考えてよいであろう。 

回帰係数の値は０.７と大きい。即ち平均的に言って７０%減の高い効果が示されている。導

流標示は右折、左折共非常に有効であると結論される。 

自転車横断指導線（図７－６ｂ参照） 

相関係数の値は０.６８とかなり高いので、回帰は信頼できるとみてよいであろう。回帰係数

の値は０.５、即ち平均的に言って事故半減の効果を示しており、かなり有効な要因であると結

論される。 

バスベイ（図７－７ｂ参照） 

相関係数の値が０.２６と大分小さいのであまりはっきりしたことは分らない。回帰係数も０.

２と小さい。他と比べ余り効果がないようであるが、資料の範囲ではこれ以上のことは云えな

い。 

道路照明（図７－８ｂ参照） 

相関係数の値は０.６９とかなり高いので、回帰は信頼できるとみられる。回帰係数の値は０.

５、即ち平均的に言って事故半減の効果を示しており、かなり有効な要因であると結論される。 

バイパス開通等の影響（図７－９ｂ参照） 

相関係数の値は０.７２と高く、回帰は信頼できるとみられる。回帰係数の値は０.６でかなり

大きい。平均的に言っで６０%減の効果をもっと結論される。 

（イ）交通規制の効果 

速度規制（図７－１０ｂ参照） 

相関係数の値はかなり高い（０.６９）、回帰は信頼できるとみられる。図７－１０ａでみる

と二三相対変動のやや大き過ぎる地点があり、これらを除けば相関は更に高いわけである。回

帰係数の値は０.５で、平均的に言って事故半減の効果ありと結論される。 
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指定方向外進行禁止（図７－１１ｂ参照） 

相関係数は０.３８で余り高くない。目安とした０.５よりも低い値である。従って余りはっき

りしたことは言えない。回帰係数の値は０.４でそう悪くないが、効果についての結論はひかえ

る方が無難である。 

進行方向別通行区分（図７－１２ｂ参照） 

相関係数の値は０.５６とまあまあである。一応回帰の結果を使うことにする。回帰係数の値

は０.３、即ち平均的に言って３０%減の効果にとどまっている。 

進路変更禁止（図７－１３ｂ参照） 

相関係数の値が０.１２と小さいのではっきりした事は分らない。回帰係数も非常に小さい。

効果について結論することはできない。 

右・左折の方法（図７－１４ｂ参照） 

相関係数の値は０.７５で高い。回帰の結果を信頼してよい。回帰係数の値は０.５、即ち平均

的に言って事故半減の効果を示しており、かなり有効な要因であると結論される。 

自転車歩道通行可（図７－１５ｂ参照） 

事故件数の相対変化の有意に大きい地点が一つ（事前の２０件から事後の２５件へ）あるが、

大勢に影響はなく、相関係数は０.７６と高い。回帰結果は十分信頼してよい。 

回帰係数の値は０.５で、平均的に言って事故は半減するという結果になっている。この要因

も有効な要因と言ってよい。 

歩行者横断禁止（図７－１６ｂ参照） 

事故件数の相対変化が際だって大きい地点が１つ図７－１６ａ中に見られるが、それを入れ

ても相関係数は０.７５と高く、回帰は信頼してよい。 

回帰係数の値は０.７と大きい。即ち平均的に言って７０%減の高い効果が示されている。歩

行者横断禁止は非常に有効な対策であると結論される。 

 

７－２ 対策効果の相対評価 

第７章第１節において取上げた１６要因の一つ一つについて、効果の回帰分析を行った。本節

では第７章第１節の結果をとりまとめて相互間の比較をし、効果に対して一応の相対評価を行う

ことにする。 
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先づ要因のうちには、第７章第１節の分析で結論を得ることのできないものもあった。それは

事前、事後の事故件数のばらつきが大きいもので、相関係数で言って０.５より小さいものを排除

した。この結果残った１１要因は、相関係数γに関して０.５６～０.７６（一つだけ０.９４）と

ほぼ揃っている。従ってこれ等については効果の相対評価をするには、回帰係数ａで比べてゆけ

ばよいであろう。今、パーセントで表わしたａの値のことを、事故の減少係数と呼ぶことにする。 

以下得られた事故の減少係数の大きさの順に、効果の大きし要因から小さい要因へと１１要因

を並べて説明する。 

（１）事故減少係数７０%とでたもの 

ア．左折導流標示 

この標示（導流島を含む）を、４６年から４９年までに設置した交差点は１５交差点であ

るが、うち１０交差点の設置年が４６年（事前４５年、事後４７年）であり、これが減少係

数を大きくした原因となっていることは否定できない。 

左折時事故の事前と事後の件数の差｛以下本節では（ｘ－ｙ）という｝が大幅に減少した

のは、１５交差点のうち５交差点であり、この５交差点に共通する要因を探ったところ、交

差点改良、信号現示改良、左折通行区分帯指定などの対策が同時に実施された交差点である

という解が得られた。 

したがって、左折導流標示の事故減少係数は、これら３要因との相乗効果によるものであ

ることは明らかである。 

イ．歩行者横断禁止 

この規制が４６年から４９年までに実施された交差点（以下同じ）は２６交差点であるが、

４６年に実施されたのは８交差点のみである。 

関連事故は表７－２の〇印又は●印の形態の事故であり、その（ｘ－ｙ）の値が１０件以

上減少した交差点が５交差点ある。この５交差点に、歩行者横断禁止の規制と同時に実施さ

れた対策で共通する要因はなく、事故は追突事故の大幅減少をもたらしたものであり、交差

点横断歩道外、とび出しというような歩行者事故の減少をもたらしたものではない。 

したがって、歩行者横断禁止の事故減少係数は、歩行者事故だけに限定した場合、極めて

低いものとなるものと思われる。 
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（２）事故減少係数６０%とでたもの 

ア．中央線変移 

この対策が実施された交差点は１３交差点であり、うち８件以上事故が減少した３交差点

についてみると、同時に実施された対策として、進行方向別通行区分の指定、中心点標示が

みられる。 

この対策に関係した事故形態として、追突、右折時側面衝突事故を計上したが、３交差点

の追突事故の事前、事後事故件数は２４件から９件、右折時事故は１８件から７件と２形態

とも大幅な減少をみせている。 

したがって、中央線変移の事故減少係数は、進行方向別通行区分の指定、中心点標示の対

策と同時実施した場合、追突事故、右折時側面衝突事故に対して大きくなると思われる。 

イ．バイパス開通等の影響 

２０年前に来日したワトキンス調査団によって、「日本の道路は信じがたいほど悪い」と

指摘されたわが国の道路ではあるが、その後幹線道路を中心に着々と整備されつつある。 

幹線道路のなかでも、東京と大阪を結ぶ国道１号線、東京と青森を結ぶ国道４号線などの

主要幹線道路は、いづれも途中にある都市の中心部を経由しており、自動車による旅客輸送、

物資輸送の長距離化、大量化に対応する手段として、これら都市部を迂回するバイパス道路

の建設が盛んに行われてきており、都市部へ流入する通過交通を分散させることによって、

都市内の混雑緩和、交通事故防止の一翼を担っている。 

調査対象交差点のなかで、バイパス開通の影響について事前事後調査の対象になったのは

１２交差点であるが、うち（ｘ－ｙ）が８件以上減少したのは３交差点であり、それがいづ

れも旧８号線の交差点であった。 

バイパス開通の影響が事故減少係数６０%とでたのは、８号線の大きく減少した３交差点

によるところが大きく、他の交差点では事後の方がわずかではあるが増加した交差点が多い

という結果を示しており、交通量が飽和の状態にある交差点では、若干交通量に分散があっ

ても、また、交通の質に変動があっても事故件数にはほとんど影響がないと考えるのが妥当

と思われる。 

（３）事故減少係数５０%とでたもの 

ア．自転車横断指導線 
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この指導線のある交差点は１４交差点であり、うち１１交差点で事故が減少しているが、

事後の事故件数が１０件以上減少したのは３交差点である。 

この対策と関連する事故は追突、右左折時側面衝突の３形態であるが、１４交差点の事故

当事者を調査したところ、自転車が関係した事故が減少したのは１交差点のみで、他は自動

車と２輪車、または自動車相互の事故が減少したもので、自転車横断指導線の事故防止効果

を示した係数とはうけとれない。 

イ．道路照明 

道路照明を設置した交差点は２３交差点であり、うち１８交差点で事後に事故が減少して

いる。夜間発生したすべての形態の事故を、この施設の関連事故としているが、事後８件以

上減少したのは４交差点である。 

この４交差点に共通する安全対策には、道路拡幅をともなう交差点改良、駐停車禁止があ

り、４交差点のなかの２交差点では工作物衝突事故がなくなっている。 

道路照明については夜間事故のみに限定して集計しており、交差点改良、駐車禁止規制を

ともなった道路照明の設置によって、追突事故ならびに工作物衝突事故を半減することがで

きると云えよう。 

ウ．速度規制 

速度規制の変更には、実施前より実施後の規制速度をダウンするのが通例であるが、まれ

に道路環境が整備されるのに伴って規制速度をアップすることもあり、調査対象交差点のな

かで規制速度に変更（第１回の変更）があったのは４８交差点であるが、規制速度をダウン

したのが４４交差点、アップしたのが４交差点である。 

規制速度がダウンした流入部を持つ４４交差点のうち、事後に１０件以上事故が減少した

のが５交差点あり、これらに共通する交差点環境をみると、一方通行（２交差点）、チャン

ネリゼーション、信号現示の改良などによって、交差点内の交通の流れを整理することによ

って、いづれも追突事故の大幅な減少を見ている。 

速度規制そのものの効果というよりは、交差点における事故防止の総合対策の効果が事故

減少係数としてあらわれたものである。 

エ．右左折の方法 

交差点中心のゼブラ模様、右折方法を指定する矢印、停止線から交差点中心までの誘導線 
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の総称で、右折車両に関係した事故防止対策の一つであるが、信号現示、右折レーンの設定

等他の対策との総合効果がこの結果をあらわしたものと思料される。 

オ．自転車歩道通行可 

この規制の対象になった交差点は５９交差点である。自動車に比較して弱い立場にある自

転車が、より安全な歩道を通行することによって事故を未然に防止しようとする対策である

が、同時に不安定な走行をする自転車が車道を通行しないため、自動車に対しても追突事故、

接触事故を減少させる期待がもてる。 

５９交差点のうち、事前より事後に事故件数が増加したのは１５交差点のみであるが、増

加件数はいづれも３件以下で、これと事前、事後同件数の１交差点を除いた４３交差点では

事後に事故が減少しており、このなかで１０件以上事故件数が減少した交差点が８交差点あ

る。 

これら８交差点に自転車歩道通行可の規制がかけられた年に実施された安全対策で、すべ

ての交差点に共通する対策はないが、５交差点では交差点改良が実施されており、この改良

に伴う諸安全対象の総合効果によって追突、接触などの事故が大幅に減少したものと思われ

る。 

（４）事故減少係数４０%とでたもの 

右折導流標示のみが事故減少係数４０%とでている。この設置の対象になった交差点は４３ 

交差点であるが、うち６件以上事故が減少した交差点が４交差点ある。 

この４交差点に、右折導流標示設定と同じ年に実施された共通な対策には進行方向別通行区

分の指定があり、この２つの対策を組合せることによって、右折導流標示の事故防止効果が一

層大きくなるものと思料される。 

なお第６章では右折交通量で右折事故件数を除した事故率を算出しているので、これを参考

にされたい。 
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８．ま と め 
 

この研究は、各都道府県（方面)あたり、昭和４５年当時の事故多発交差点を２箇所（計１０２

交差点）選定し、当該交差点の交差点内および交差点付近で発生した全事故について、交通環境、

交通規制および交通安全施設等の諸安全対策との関連を分析したものである。 

以下、調査研究の結果から得られた主なものを列挙する。 

（１）調査対象交差点の実態 

ア．昭和４５年中に調査対象交差点で発生した事故件数は２,３５５件であるが、その後着実に

減少し４５年を１００とすると、５０年には４４.６となっている。ちなみに同期比較では全

国交通事故は６５.９であり、また全交差点事故は７５.８である。 

これは調査対象交差点に対して、重点的に事故防止対策が講じられたことによるものであ

ろう。 

イ．調査対象交差点の平均的な交通環境像は、県庁所在地の市内中心部にある国道が関係した

４枝十字交差点で、自動車交通量４万４千台程度である。 

ウ．調査対象交差点の交通規制実施状況をみると、駐停車禁止（４４年以前６５交差点、４５

年以降３７交差点）を除いて、いずれも４５年以降に実施された規制が多い。 

１０２交差点のうち、４５年以降に髭制が実施された交差点は、速度規制の変更（６７交

差点）、歩道通行可（６７交差点）、進行方向別通行区分（６７交差点）、右左折の方法（５

３交差点）、転回禁止（３８交差点）、バス優先（専用）帯（３５交差点）、歩行者横断禁

止（３４交差点）、追越しのための右側部分はみ出し禁止（２１交差点）、指定方向外進行

禁止（１９交差点）、大型車進行禁止（１１交差点）、自転車専用道（８交差点）である。 

エ．調査対象交差点を、安全施設が４４年以前に設置された交差点と４５年以後に設置された

交差点に分けて、安全施設ごとの設置された交差点数で対比すると、信号機（４４年以前９

２交差点４５年以後７交差点、以下これを９２:７のようにあらわす。）、歩道（７３:２７）、

照明（６３:３０）、防護柵（４３:３７）、歩道橋（１６:１０）の５種類であり、逆に４５

年以降設置された交差点の数が多い安全施設は、右折導流（４:５５）、中央分離帯（２７:

３２）、左折導流（４:２１）、道路拡幅（７:２０）、自転車横断指導線（０:１９）、中央

線変移（１:１９）、バイパスの影響（４:１６）、バスベイ（２:１４）、横断地下道（３:７）、 
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軌道敷撤去（６:６）となっている。 

（２）事故形態別にみた事故率の高い交差点の特徴 

ア．人対車事故 

（ア）横断歩道横断中の事故率の高い交差点は、近隣に駅、デパート、商店街などがあり歩行者

交通量が多い。 

（イ）横断歩道外横断中の事故率の高い交差点では、路面電車の安全地帯と歩道の間、バス停と

反対側歩道の間を駆け足で横断する歩行者が多い。 

イ．車相互事故 

（ア）正面衝突事故率の高い交差点は、曲線（カーブ）の中にある広い交差点で、特に交差点の

中心位置が明確でない。 

（イ）追突事故は交差点事故の半数近くを占める。追突事故率が高いのは、下り勾配の流入部を

もつ交差点である。 

（ウ）出合頭事故率の高い交差点は、信号交差点では信号無視によるものが多い。その原因は人

的要因としては酒酔い運転、道路環境的要因としては同じ幅員の狭い道路が交差しているこ

とがあげられる。無信号交差点では交通の流れが複雑、または、交通量の割に道路幅員が狭

い。 

（エ）右折時側面衝突事故率の高い交差点は、右折交通量の比率が高く、右折導流標示がない。 

（オ）左折時側面衝突事故率の高い交差点は、喰違い交差点のように交差点形状が複雑である。 

（カ）接触事故率の高い交差点は、交差点流入部、または、交差点内で操舵を要する道路環境で

ある。 

ウ．車単独事故 

車単独事故率の高い交差点は、交通量が多く、軌道敷がある。 

（３）道路環境等と事故 

ア．自動車交通量 

調査対象交差点の平均自動車交通量は約４万４千台、交差点当り年平均事故件数は１６件で

ある。 

４５年から５０年までの年平均事故件数と自動車交通量との相関係数は０.７４４で相関が

高く、交通量が多い交差点ほど交通事故も多発している。 
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イ．交差点形状 

交差点形状、事故形態および前後期（前期４５～４７年、後期４８～５０年）について、事

故率（事故件数を自動車交通量で除した値）の大小に関する順位相関を求めた結果は、次のと

おりである。 

（ア）人対車の事故率の高い形状の交差点は車相互の事故率もまた高い群に属する。このことは、

交差点における道路交通環境の整備が、人対車の事故と車相互の事故を同時に減少させる効果

を持っていることを示唆している。 

（イ）車相互の右折時側面衝突事故の事故率の高い形状の交差点は、左折時側面衝突事故および

出合頭衝突事故の事故率も高い交差点群に属する。このことは、交差点形状と交差点内の事

故には深い関連があることを示唆している。 

（ウ）横断歩道横断中の事故率の高い形状の交差点は、それ以外の形態の人対車の事故率が高い

形状の交差点とは、必らずしも一致しない。これは歩行者の事故防止対策が交差点形状によ

って異なることを示唆している。 

ウ．自転車事故 

自転車交通量と自転車事故には相関が認められない。しかし、自転車事故防止対策として効

果のあるのは自転車歩道通行可の規制の実施、逆に障害となったのは横断歩道橋ならびに地下

横断歩道の設置であることを示唆しているので、特にこのような交差点においては、自転車歩

道通行可の規制をかける場合、歩車道境界における自転車の出入について適切な運用が望まれ

る。 

エ．歩行者事故 

歩行者関係事故の事故率（歩行者事故件数を自動車交通量と歩行者交通量の積で除した値）

は、信号交差点より無信号交差点が著しく高い。 

信号交差点の信号現示別事故率は、３現示交差点より４現示交差点が低く、時差式交差点よ

り右折専用現示（青矢）交差点が低い。 

横断歩道外横断中の事故率（前記に同じ）を歩行者横断禁止規制の有無、防護柵の有無別に

比較すると、この両対策が実施された交差点の事故率は、両対策がいづれも実施されていない

交差点の事故率の２分の１である。 

オ．地域 

 

 

 

 

 

 

 

－１１６－ 



交差点付近の地域環境別１交差点当り事故件数を多い順にみると、工場地域、事務所地域、

商業地域の３地域が平均値を上回っている。住宅地域、その他地域は事故件数が少ない。 

事務所地域と商業地域の横断歩道横断中の事故は、後者が前者の１.６倍発生している。１交

差点当りの自動車交通量は事務所地域が商業地域の約１.４倍、同じく歩行者交通量は１.１倍と

いづれも事務所地域が商業地域より多いにもかかわらず事故が少い結果となっていることは今

後検討を要する問題である。 

カ．規制速度 

規制速度は４５年から５０年までの間に約半数の交差点で変更され、最近は４０ｋｍ/ｈ規制

が主流となりつつある。反面この期間中に規制速度の変更がなかった５１交差点について、４

５年に対する５０年の事故減少比率を比較すると、規制なし（６０ｋｍ/ｈ規制）１８.９%、

50km/ｈ規制４６.２%、４０ｋｍ/ｈ規制５５.０%という様に、規制速度が低い交差点ほど事故

減少率が大きい。 

キ．指定方向外進行禁止 

指定方向外進行禁止規制は、右折禁止が主流となっているが、この規制の実施によって、交

通の円滑が図られ、右折時側面衝突事故が減少している。 

ク．進行方向別通行区分 

この区分の指定のある交差点は、追突事故率（追突事故件数を自動車交通量で除した値）、

接触事故率（接触事故件数を自動車交通量で除した値）ともに、指定のない交差点の２分の１

である。 

ケ．右折導流標示 

右折導流標示が設置されている交差点の右折時側面衝突事故率（右折時事故件数を自動車右

折交通量で除した値）は、この標示が設置されていない右折時側面衝突事故率の４０%減とな

っている。 

コ．信号機 

信号現示と出合頭事故率（出合頭事故件数を自動車交通量で除した値）、中央制御装置と追

突事故率（追突事故件数を自動車交通量で除した値）についてみると、 

出合頭事故率では、無信号交差点の事故率が７.５８×１０
4−
であるのに対し、信号交差点の事

故率は現示により２.５１×１０
4−
から１.４６×１０

4−
の間に分布し、事故減少効果の大きい 
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ことが認められる。特に２現示より多現示、時差式より右折現示を持った交差点での事故率は

低い。 

追突事故率では、中央制御装置のない交差点の事故率は、単純系統多段系統式の装置のある

交差点事故率の１.６４倍、自動感応面制御方式の装置のある交差点事故率の１.１２倍となって

おり、中央制御装置が追突事故防止に効果があることを示している。 

（４）対策実施の事前・事後解析 

交差点毎の交通規制、交通安全施設などの実施年が得られているので、それぞれの対策実施

によって減少効果が期待される形態の事故を選定し、対策実施年の前年の事故件数をｘ、次年

の事故件数をｙとしてのと（ｘ－ｙ）の値により対策実施の事前事後解析を実施した。 

この解析を実施するに当り、事前の事故総件数が２５件未満、又は事前事後解析の対象交差

点数が１０未満の対策については解析の対象から除外した。 

対策ごとのｘと（ｘ－ｙ）の間の回帰直線（ｘ－ｙ）＝ａｘ＋ｂにおいて、回帰係数ａの値

は要因の効果をあらわし、相関係数γの値は結果の信頼性をあらわすものとした。 

この場合、ａの値、γの値とも個々の対策の効果だけを純粋にとり出すことは不可能であり、

同時に実施された他の対策の効果も含めてのものであり、同一交差点における（ｘ－ｙ）の値

が幾つもの対策の効果として重複して結果にあらわれているので、次に示すａの値をみる際に

は、他の対策と合わせて対策実施による事故減少効果が期待できる値とみるのが妥当である。 

ア．交通規制 

分析対象とした交通規制は７種類である。回帰係数aの値を高い順にならべると、歩行者横断

禁止（０.７）、自転車歩道通行可（０.５）、速度規制の変更（０.５）、右左折の力法（０.５）

指定方向外進行禁止（０.４）、進行方向別通行区分（０.３）、進路変更禁止（０.１）となり、

相関係数は進行方向別通行区分と進路変更禁止の２規制を除いて、他の５要因はいづれも比較

的高く、この結果が信頼できる。 

イ．交通安全施設 

分析対象とした交通安全施設は９種類である。ａの値を高い順にならべると、左折導流標示

（０.７）、中央線変移（０.６）、バイパス開通等の影響（０.６）、自転車横断指導線（０.５）、

道路照明（０.５）、右折導流標示（０.４）、中央分離帯（０.２）、道路拡幅（０.２）、バスベ

イ（０.２）、となり、相関係数７の値はこのうちａの値が０.２となった３要因を除いて他の６ 
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要因はいづれも比較的高いので、この結果は信頼できる。 
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あ と が き 
 

 

本研究に当り、交通事故、交通環境、交通規制および交通安全施設等、多数の関係資料を昭和

４５年から５０年まで６ヶ年間もさかのぼって収集することの難しさは、あらかじめ予期された

ところであったが、実際に調査を実施してみると、予期以上に困難な点が多かった。 

交通事故資料の収集についてみると、交通事故統計原票の保存期間が都道府県によって、長い

ところで５年短かいところで２年とまちまちであり、また、倉庫で下積みになっていたため廃棄

をまぬがれた書類の中から必要な資料を探し出す等、大変な作業が伴った。 

交通量については、過去６ヶ年間の交通量を流入方向別に得られる交差点は皆無であったため、

不本意ながら昭和５１年中または調査実施時点に調査した交通量を使用した。調査対象交差点の

なかにも、交通量が大幅に変動したものと推定されるものが若干あったが、大局的には自動車保

有台数の増加にともなって、各交差点ともほぼ同程度の交通量の変動があったと見做して解析を

行った。しかし、事故率の算出はすべて交通量で基準化しているところから、これが一種の盲点

となっている。 

交通規制の資料と公安委員会が設置した交通安全施設の資料については、比較的容易に正確な

資料が収集できた反面、道路管理者や地元が設置した交通安全施設のなかで、その施設がいつか

ら利用できるようになったか不明のものも若干あり、現場において出来る限りその解明に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－１２０－ 


